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第１章 本研究の背景と目的 

 本章では，本研究を実施するに際して，既往の研究成果を整理しながら，本研究の背景

と目的に関して述べる．長周期波に関してはまだまだ理論的な知見が乏しく，観測された

資料の解析方法に関しても発展途上である．このため，実務上の必要に迫られて，経験的

な推定式，予測式を作成することが行われているが，必ずしも精度の良い予測が行われ，

対策が取られている訳ではない．特に，副振動に関しては，現象自体の理解は進んでいる

が，発生条件が正確に分かっていないために，突然発生して被害をもたらすということが

多い． 

 

１．１ 本研究の背景 

海洋には様々な周期を持った海面変動が存在する．海岸工学では，周期数秒～十数秒の

波浪を扱うことが多いが，それ以上の周期を持った長周期波が近年注目されている（図 1.1-1，

図 1.1-2）．例えば，周期 30s～300s 程度の海面変動は，港内に着桟した大型船舶の動揺の

原因となり，時には係留索の切断につながることもある（表 1.1-1）．また，周期数分～数

十分の副振動（あびき，気象津波とも呼ばれる）は，岸壁や道路の浸水，小型船・漁船の

転覆や沈没につながる被害をもたらすことがある（図 1.1-3，図 1.1-4，長崎海洋気象台ら，

2009；長崎海洋気象台・厳原測候所，2009；下関地方気象台，2009）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1-1 周期による海面の運動の分類例（合田，1998） 

 

 

 

 



 

1-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1-2 長周期波の実例（合田，1975） 

 

表 1.1-1 苫小牧東港-14m 岸壁における被害状況（平石ら，1996） 
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図 1.1-3 2009 年 2 月の副振動の際の冠水の状況（長崎海洋気象台ら，2009） 
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図 1.1-4 2009 年 2 月の副振動で転覆した浦内湾の小型船 

（民間危機管理再生機構資料より） 

 

 

周期 30s～300s 程度の長周期波に関しては，Longuet-Higgins and Stewart (1962) が，

ラディエーション応力の考え方に基づき，通常波浪の非線形性により発生した長周期波が

波群に拘束された形で沖合から沿岸に伝播する拘束波という考えを示した． 

2 つの微小振幅の線形波が存在する場合，海面での境界条件を満足するためには，この 2

つの線形波だけでは不十分で，両者の相互干渉によって生成された成分波が必要となる．2

つの波の周波数の和（差）から成る周波数，波数ベクトルの和（差）から成る波数ベクト

ルを持つ 2 次の非線形干渉波もその一部であり，この 2 次の干渉波は，さらに元の線形波

と干渉を起こして，3 次の干渉波を生成する（Madsen and Sorensen,1993)． 

実際の波浪には無数の線形成分が含まれるが，それらが相互干渉して発生する成分も無

数である．これらの相互干渉によって生成された成分が拘束波と呼ばれ，線形成分からな

る波群とともに，群速度で伝播する． 

それに対して，自由波とは，実際に観測された長周期波全体から，線形成分の相互干渉

によって理論的に推定された拘束波を除いたものとして定義される． 

2 つの波が同じ方向に進行する場合の解は，Longuet-Higgins and Stewart (1962)が提案

するラディエーション応力から推定したものと同じであるが，異なる方向に伝播する場合

は，同一方向の場合よりも拘束波高が非常に小さくなり，非線形相互作用の厳密な計算が
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必要になる．これまで，Sand(1982) や木村(1985)，橋本ら(1993)，加藤ら(2005)がこの問

題に取り組んでいる． 

自由波の発生に関しては，拘束波が沿岸の構造物等で反射した際に，拘束を解かれて伝

播するという考え方を Longuet-Higgins・Stewart (1964)が提案しており，それに代わる発

生・発達機構も提案されていない．Webb ら(1991) は，外洋の水深 5000m 地点でも自由波

は存在し，それは沿岸で反射したものが伝播したものであるとしている．拘束波が沿岸の

構造物等で拘束を解かれて伝播するという考え方は，一見受け入れ易いものではあるが，

拘束波から自由波への転換の詳しい機構に関しては解明されていないため，現在のところ

一つの可能性としか考えられない． 

第２章で述べるように，観測される長周期波のうち，拘束波の割合は非常に小さく，長

周期波の大部分は，自由波であると考えられている．自由波という名称はあるが，拘束波

として説明できるもの以外の総称と考える方が自然であり，自由波自体の発生機構につい

て，明確な知見が得られているわけではない．後述のように，方向集中度の推定精度の向

上や，新しい拘束波推定理論によって拘束波の推定精度が向上した場合，長周期波全体か

ら拘束波を除いた自由波の大きさも変化することになる．また，自由波として一括して扱

われていたものの一部については，その発生機構が今後明らかにされる可能性もある． 

合田(1995) は，波高が小さい時には，それまでの高波によって発生した長周期波が陸棚

上にトラップされる等して残存して，自由波が卓越すると述べているが，その一方で，残

存率や期間について検討するに足るデータは報告されていないとしている． 

このように，周期 300s 程度以下の成分に関しては不明な部分が多いが，実務では，沖合

で観測された長周期波を港内に向けて入射させて，港内での伝播・変形を計算して港内静

穏度を検討することが多い．また入射波は，平石ら(1997)が提案したように，1/300～1/30Hz

（30～300s）の周波数帯で一様のスペクトル密度を持つと仮定することが殆どである． 

しかし，このような扱いはあくまで実務上の便宜的なものであり，必ずしも実態を表し

ているとは言えない．このような便宜的な扱いをしている理由は，長周期波の発生・発達

機構についての知見が十分ではなく，観測されている事実を必ずしも十分に説明できてい

ないからである．  

 周期 300s 程度以上の副振動に関しては，青木(2002)が渥美半島太平洋岸の赤羽根漁港沖

と長崎県対馬の西海岸に位置する阿連漁港沖で観測されたデータに基づいて解析を行って

いる．青木(2002)は，赤羽根では 300s 以上の成分を，阿連では風波の周期が短いことから，

200s 以上の成分を気象性長周期波と定義し，気象性長周期波は，有義波高や有義波周期と

は無関係に発生していることが多いことを見出している．また，その伝播特性について，

港外から港内に伝播する様子を見出し（図 1.1-5），気象性長周期波は，沿岸で発達するも

のではなく，沖合で発達して沿岸に伝播して来るものであろうと推察している． 

但し，このような観測事例はまだ多くはない．微気圧変動によって沖合に発生した海洋

長波の伝播速度が，微気圧変動の伝播速度と一致したときに長波の振幅が大きくなり
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(Proudman, 1929)，沿岸に到達して副振動を引き起こす（Hibiya and Kajiura, 1982）と

理解されてはいるものの，副振動の原因となる微気圧変動の発生・発達・伝播の詳細に関

してはあまり研究が行われていない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1.1-5 気象性長周期波の港内への伝播の例 

青木(2002) 

 

 このように，長周期波に対する理解はまだまだ十分なものではないが，実務上の必要か

ら，波浪の波高や周期を用いて，長周期波高を推定する式が提案され，予測に用いられて

いるのが現状である（青木，2002）． 

  

１．２ 本研究の目的 

長周期波の問題は非常に難しく，数値計算によってほぼ説明できる総観規模（天気図に

表現される）の気象現象（低気圧，台風，高気圧，前線の発達や減衰，移動）や，海上風

の分布からほぼ正確に計算できる波浪と比べると，未解明の点が多い．本研究では，この

ような現状の下，長周期波に関する理解を少しでも深めるために，長周期波を周期帯で分

類した上で，その出現特性を明らかにし，今後の予測・対策に資するための基礎的資料を

作成することを目的として実施した． 

 

１．３ 本論文の構成 

 第２章以後の本論文の構成について述べる． 

 

第２章では，観測資料に基づいて，長周期波の周期帯別出現特性について述べる．

一口に長周期波といっても，波浪よりも周期が長く，潮汐よりも短い周期を持つ波と

いう意味で，その周期帯は大変広く，20s程度～数十分にまで亘る．そのため，様々
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な特性を持った周期成分が含まれている．ここでは，各周期成分毎の違いを，波高の

季節変化や成分波高同士の相関といった統計値によって明らかにするとともに，特定

の擾乱時の時系列変化によっても示す． 

また，波高の時系列の自己相関係数を用いて，周期帯別の長周期波と波浪の平均継

続時間を定義し，その地理的分布や，周期帯，海域による違いについて述べる． 

 

第３章では，第２章で述べた周期帯のうち，波浪に近い特性を持つ，周期が300s

程度以下の成分について扱う．波浪の非線形性により発生する成分（拘束波）の波高

を理論的に推定するとともに，波浪の波高や，長周期波全体の波高との関係について

調べる．その結果，拘束波高を，有義波高と方向集中度，波浪の非線形性を示すアー

セル数から推定する実験式を提案する．  

また，長周期波の中に占める拘束波と自由波の割合について，平常時の長周期波は，

拘束波で説明できない自由波が大部分を占めることを示す．これまで余り議論されて

来なかった自由波については，その発生機構が明らかではないが，深海域に設置され

ているGPS波浪計のデータと沿岸に設置されている波浪計のデータを比較すること

によって，自由波を発生させる要因について議論する．  

最後に，長周期波について，分かっていること，分かっていないことを整理し，今

後の研究を進める上で活用できるようにする．  

  

第４章では，微気圧変動が副振動の原因になっていることを，多くの観測地点の資

料を用いて明らかにする．遠地地震の際の地震波のアレイデータ解析に用いられる波

数スペクトル（F-Kスペクトル）解析の手法を応用して，微気圧変動の伝播速度と方

向を算出する．  

対象とする副振動は4ケースで，そのうち2ケースは九州とその周辺で発生している

が，残りの2ケースでは全国で発生している．4ケースのF-Kスペクトル解析結果を比

較することによって，副振動の出現地域の違いと，微気圧変動の伝播方向の関係を明

らかにする． 

 

第５章では，本研究の内容を取りまとめて結論とする．さらに今後の展望として，

本研究の成果を応用して，長周期波の予測につなげる可能性について述べる．  

 

 

  



 

1-8 

 

第１章 参考文献 
 

青木伸一(2002)：沿岸長周期波の発生と伝播特性に関する研究，海洋開発論文集，第18巻，

pp.155-160. 

加藤始・信岡尚道(2005): 非線形の波の数値シミュレーションにおける２次波の性質(2)，海

岸工学論文集，第52巻，pp136-140. 

木村晃(1985)：非線型長周期波の 2 次元スペクトル，第 32 回海岸工学講演会論文集，

pp.154-158. 

合田良実(1975)：浅海域における波浪の砕波変形，港湾技術研究所報告，第 14 巻，第 3 号，

pp.59-106. 

合田良実(1995)：不規則波浪に伴う長周期波の諸研究について，1995 年度（第 31 回）水工

学に関する夏期研修会講義集 B コース，土木学会水理委員会，pp.B-6-1-B-6-20. 

合田良実(1998)：二訂版 海岸・港湾，わかり易い土木講座 17，彰国社． 

下関地方気象台(2009)：現地調査報告 平成21 年（2009 年）７月15 日に山口県萩市で発

生した潮位の副振動に関する現地調査，p.8. 

長崎海洋気象台・厳原測候所(2009)：現地調査報告 平成21 年（2009 年）7 月15 日に対

馬市で発生した潮位の副振動に関する現地調査，p.11. 

長崎海洋気象台・鹿児島地方気象台・熊本地方気象台(2009)：災害調査報告 平成 21 年（2009

年）2 月 24 日から 28 日にかけて九州西岸を中心に発生した潮位の副振動に関する現

地調査，p.21. 

橋本典明・永井紀彦・菅原一晃・浅井正・朴慶寿(1993)：波浪の多方向性と弱非線形性を考

慮した水圧波から表面波への換算法について，港湾技術研究所報告，第 32 巻，第 1 号，

pp.27-51. 

平石哲也・田所篤博・藤咲秀可(1996)：港湾で観測された長周期波の特性，港湾技術研究所

報告，第 35 巻，第 3 号，pp.1-36. 

平石哲也・白石悟・永井紀彦・横田弘・松渕知・藤原秀可・清水勝義(1997)：長周期波によ

る港湾施設の被害特性とその対策工法に関する調査，港湾技研資料，No.873，pp.1-39. 

Hibiya, T. and K. Kajiura (1982) : Origin of the abiki phenomenon (a kind of seiche) in 

Nagasaki Bay, Journal of the Oceanographic Society of Japan, Vol. 38, pp. 172-182. 

Longuet-Higgins, M.S. and R.W. Stewart (1962)：Radiation stress and mass transport in 

gravity waves, with application to “surf beats”, J. Fluid Mech., Vol.13, pp.481-504. 

Madsen, P.A. and O.R. Sorensen(1993)：Bound waves and triad interactions in shallow 

water, Ocean Engng., Vol.20, No.4, pp.359-388. 

Proudman, J.(1929)：The Effects on the sea of changes in atmospheric pressure, 

Geophys. J. Intl. Vol.2, pp.197-209. 

Sand,S.E.(1982)：Long waves in directional seas, Coastal Engineering, 6, pp.195~208. 



 

1-9 

 

Webb, S.C., X. Zhang and W. Crawford(1991)：Infragravity waves in the deep ocean, J. 

Geophys. Res., Vol.96, No.C2, pp.2723-2736. 

 

 



 

2-1 

 

 

第２章 長周期波の出現特性 

 本章では，観測データを用いて，日本沿岸における長周期波の出現特性を概観する．長

周期波は，太平洋と日本海という対象海域の違い及び周期帯によってその特性が大きく異

なる．特に，周期帯による違いに関しては，300s 程度を境に，それより周期の長い成分と

短い成分とでは特性が非常に異なるため，長周期波全体として扱うよりも，周期帯別に解

析を行うことが重要であることを示す． 

 

２．１ 解析対象データ 

 本研究では，国土交通省が，全国港湾海洋波浪情報網（NOWPHAS : Nationwide Ocean 

Wave information network for Ports and HArbourS ，以下，ナウファス）で観測した波浪と

長周期波の観測資料を主に用いた．2013 年 7 月現在のナウファス観測網を図 2.1-1 に示す．

また，解析対象データを表 2.1-1 に示す． 
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図 2.1-1 ナウファス観測網（2013 年 7 月現在） 

 

表 2.1-1 解析対象データ 

 

 

ナウファスにおいて取得されている 0.5s 毎の水位データに対し，図 2.1-2 に示すような

ローパスフィルターを施し，スペクトル解析を行って，4 周期帯（15s～30s，30s～150s，

150s～300s，300s～）で積分し，そのエネルギーの平方根の 4 倍を長周期波高と定義した

（財団法人沿岸開発技術研究センター，2000）．15～30s は，波浪と長周期波との境界領域

であるが，ここでは，長周期成分を通過させるローパスフィルターを施しているために，

その分だけエネルギーが減衰したデータとなっている（図 2.1-2）．30s 以上の成分は特に減

衰がない．300s～の成分は，正確には 300～2560s（42.7min）である． 

 

図 2.1-2 長周期波フィルターの周波数特性 
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２．２ 太平洋側と日本海側における長周期波の周期帯別出現特性 

2006年～2010年のデータを用いて，各地点の周期帯別累年月平均波高の季節変化を調べ

た．太平洋側と日本海側から2地点選び，その例を図2.2-1，図2.2-2 に示す．ここで，縦軸

は波高そのものではなく，各成分別の年間の平均波高で割って規格化したものである． 

いずれの地点も，300s 以下の 3 成分は似た季節変化をしている．一方 300s 以上の成分

だけはやや異なった変化をしている．その違いは，太平洋側の 2 地点の方が顕著である．

他の地点の図は省略するが，後にも示す通り，300s 以下の成分波高は，日本海側では冬高

く，夏に低い傾向があるのに対して，太平洋側では，春と秋に波高のピークが出現する． 

4 成分の季節変動の類似度を示す指標として，各成分の月平均波高同士の相関係数を調べ

た．鹿島と金沢の結果を表 2.2-1 に示す．いずれの地点も，300s 以下の成分同士の相関が

高いのに対し，300s 以上の成分とその他の成分の相関は低いことが分かる． 

 

 

 

図 2.2-1 成分別月平均波高比の季節変化 

         （太平洋側，2006 年～2010 年） 
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図 2.2-2 成分別月平均波高比の季節変化 

         （日本海側，2006 年～2010 年） 

 

表 2.2-1 成分別月平均波高同士の相関係数 
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この傾向が，太平洋側と日本海側の傾向を代表するものかどうかを調べる目的で，太平

洋側の全地点と日本海側の全地点で，月平均波高比，相関係数を平均して比較を行った．

それぞれの海域の地点は，表 2.2-2 に示す通りである．月平均波高比の季節変化を図 2.2-3 

に，相関係数の平均値を表 2.2-3 に示す． 

 

表 2.2-2 太平洋側と日本海側の地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-1，図 2.2-2，表 2.2-1 に示した 4 地点の特性は，全国的に見ても確認できた．300s

以下の成分波高同士には相関が見られるが，300s 以上の成分とは相関が低い． 

特に太平洋側では無相関と言って良い結果となった．表 2.2-1 に示した鹿島の例では，

300s 以上の成分と 300s 以下の成分との相関がまだ高い方で，その他の地点では，逆相関

あるいは無相関の地点が多かったためである． 

 

  

海域 観測地点

太平洋側
釧路，十勝，苫小牧，八戸，久慈，釜石，石巻，

小名浜，常陸那珂，鹿島，波浮，下田，清水，御前崎，
潮岬，室津，高知，上川口，細島，中城湾，石垣沖

日本海側
留萌，石狩新港，瀬棚，深浦，秋田，酒田，直江津，
富山，輪島，金沢，福井，敦賀，柴山，鳥取，藍島，

玄界灘，伊王島，名瀬，平良沖
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図 2.2-3 成分別月平均波高比の季節変化（2006 年～2010 年） 

 

表 2.2-3 成分別月平均波高同士の相関係数 
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２．３ 太平洋側と日本海側における300s以上の成分の関係 

次に，異なる2地点における月平均波高同士の関係を調べた．図2.2-1，図2.2-2 に示した

酒田と石巻の波高の季節変化を見ると，殆ど関連性がないように見える．しかし，300s以

上の成分に着目すると，両地点とも，夏（8月）に波高が低く，冬に波高が高いという似た

季節変化をしている．両地点の月平均波高同士を比較した結果を図2.3-1に示す． 

15～30s の成分波高は両地点でほぼ無相関であるのに対し，300s 以上の成分に関しては，

両地点に明らかに線形の関係が見られる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3-1 酒田と石巻の月平均波高の比較（R：相関係数） 
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第４章で述べるように，周期300s以上の成分は，気象擾乱に伴う微気圧変動によるもの

と推定されるが，このために，日本列島を挟んだ異なる海域に位置する両地点での波高に

相関が見られたものと考えられる．ここで，酒田と石巻という2 地点を比較したのは，第

４章で述べるように，微気圧変動の原因の一つと考えられる低気圧が概ね西から東に進む

ため，ほぼ同緯度の地点を対象にしたいと考えたためである（図2.3-2）． 

同様の考え方で，福井と鹿島，玄界灘と御前崎の成分波高を比較した結果を図2.3-3，図

2.3-4 に示す．いずれも，15～30sの成分波高は両地点でほぼ無相関であるのに対し，300s

以上の成分に関しては，両地点の相関が高い． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.3-2 周期300s以上の成分波高を比較した観測点の組み合わせ 
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図 2.3-3 福井と鹿島の月平均波高の比較（R：相関係数） 
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図 2.3-4 玄界灘と御前崎の月平均波高の比較（R：相関係数） 
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２．４ 特定の擾乱時の300s以上の成分の経時変化 

２．３では長期間のデータを用いた統計値から2地点間の関係を解析したが，次に特定の

擾乱時について解析を行った結果を紹介する． 

 

(1)2004年11月17日～19日 

この期間のうち，11月18日と19日の天気図を図2.4-1 に示す．18日から19日にかけて本

州南岸を低気圧が通過している．このときの，伊豆大島の波浮（太平洋側），金沢，鳥取

（日本海側）の長周期波高の経時変化を図2.4-2 に示す． 

この図には，15～30sの成分波高，300s以上の成分波高，及び両者の比の経時変化が示し

てある．太平洋側の波浮では，低気圧の直接の影響を受けて，両成分の波高が増大してい

るが，日本海側の地点では，低気圧の直接の影響はなく，15～30sの成分は殆ど変化してい

ない．しかし，300s 以上の成分だけは増大している．このことから分かるように，15～30s 

の成分に関しては，太平洋側と日本海側とで殆ど関連性は見られない． 

一方，300s以上の成分に関して，3地点の時系列を比較したものを図2.4-3 に示す． 

この図の縦軸は波高そのものではなく，図示した期間中の平均波高で割って規格化した

相対波高である．細かな時間変動に違いはあるものの，3地点の成分波高は概ね同様の変化

傾向を示している．後述のように，周期300s以上の成分の原因と思われる微気圧変動は，

日本海から太平洋まで概ね東向きに伝播するため，日本海と太平洋という異なる海域の周

期300s以上の長周期波高に相関が見られるものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.4-1 対象期間の天気図（2004年11月18日～19日） 
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図 2.4-2 長周期波高の経時変化（2004 年 11 月 17 日～19 日） 
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図 2.4-3 300s 以上の成分波高の時系列（2004 年 11 月 17 日～19 日） 

 

(2)2005年4月19日～21日 

この期間のうち，4月20日と21日の天気図を図2.4-4 に示す．20日から21日にかけて二つ

玉低気圧が日本列島を横断している．このときの，高知，細島（太平洋側），玄界灘，藍

島（日本海側）の長周期波高の経時変化を図2.4-5に示す． 

(1)の場合と同様，15～30sの成分波高，300s以上の成分波高，及び両者の比の経時変化

が示してある．低気圧の直接の影響を受けた太平洋側の地点では，20日の午前中から両成

分の波高が増大しているが，日本海側の地点では，15～30sの成分は殆ど変化せず，300s

以上の成分だけが増大している．このことから，15～30sの成分に関しては，太平洋側と日

本海側とには殆ど関連性は見られないことが分かる． 

一方，300s以上の成分に関して，4地点の時系列を比較したものを図2.4-6 に示す．(1)

と同様，期間中の平均波高で割って規格化した相対波高を表示してある．細かな変動に違

いはあるものの，4地点の成分波高はほぼ同様の変化傾向を示しており，高知，細島と玄海

灘，藍島とでは数時間の時間差が見られる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.4-4 対象期間の天気図（2005年4月20日～21日） 
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図2.4-5 長周期波高の経時変化（2005年4月19日～21日） 
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図2.4-6 300s以上の成分波高の時系列（2005年4月19日～21日） 
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が同じである限り，類似の変化をしていることが分かった． 

 ２．３の結果と併せて考えると，太平洋と日本海という異なる海域でも 300s 以上の成分

に相関があるということは，第４章で述べるように，微気圧変動により副振動が発生する

事実と整合している．即ち，微気圧変動が日本列島を横断して伝播する過程で，日本海と
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２．５ 長周期波の継続時間 

長周期波高の数日までの変動特性を明らかにする目的で，自己相関解析を行った．用い

たデータは，各地点の 2005 年 1 年間の時系列データであるが，橋本ら(2002)に従って，以

下の前処理を行った．即ち，波高の出現頻度分布は，一般にワイブル分布によって近似的

に表されることが報告されている（広瀬・高橋，1982）が，大まかには対数正規分布でも

近似できることから，波高の値を対数変換して用いた．また，波高の変動には，気象の変

動に伴い，1 年や半年の周期が見られるが，これらの長周期変動成分は，7 日間の移動平均

を元のデータから差し引くことによって除去した．移動平均の期間を 7 日間としたのは，

ここでは数日までの周期変動に注目しているためである． 

1年間の長周期波高（15～30sの成分波高）の時系列に対して自己相関係数を算出した結

果の例を図2.5-1 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5-1 波高（15～30s）の自己相関係数（2005 年） 

日本海側 

太平洋側 
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この図には，太平洋側，日本海側の全地点の分を重ねて描いてあるが，太平洋側の方が

地点間の変動が大きいことが分かる．他の成分波高についても解析を行った．全地点の平

均値と標準偏差を図 2.5-2 に示す． 

平均値は日本海側の方がやや早めに減衰するが，概ね同じである．標準偏差は，300s 以

下の成分では太平洋側の方が大きいが，300s 以上の成分では，両海域ともほぼ同じである． 

いずれの成分波高でも，ラグ（時間）の経過とともに相関係数は 1 から小さくなり，約

30 時間後には 0 となる．その後相関係数は負の値になるが，50 時間を過ぎたあたりから増

加し，100～150 時間の間に，緩やかなピークを迎える． 

２．６でも述べる ように，長周期波高の年間の変動の周波数特性を見ると，100～150

時間（4～6 日）に顕著なピークが存在する．即ち，100～150 時間（4～6 日）というのは，

長周期波の年間を通じての主な変動周期の一つと考えることができる（図 2.5-3）． 

ここでは，相関係数が 1 である 0 時間から，相関係数が 0 になる 30 時間まで積分し，そ

れを長周期波の平均継続時間とした（図 2.5-4）．平均継続時間は，積分した面積を高さ 1

の長方形に置き換えた場合の横の長さに相当するもので，長周期波高が高い場合も低い場

合も含めて，波高がその何時間後までの波高と関係しているかを示す指標である．相関係

数が，時間とともに緩やかに減少する場合，この平均継続時間は大きくなり，時間ととも

に急激に小さくなる場合は，平均継続時間も小さな値を取る． 

長周期波の各成分別，海域別，地点別に平均継続時間を計算した結果を図 2.5-5，図 2.5-6

に示す．この図では，太平洋側では細島から各観測地点までの距離，日本海側では，玄界

灘から各観測地点までの距離を横軸に取ってある． 

周期が長い成分ほど平均継続時間が短い．また，いずれの成分も，東（北）に行くほど

平均継続時間が短くなっているが，その傾向は太平洋側の方が顕著である． 

さらに，ナウファスシステムで提供されている 2 時間毎の通常波浪の周期帯別波高のデ

ータも対象にして，平均継続時間を算出した．用いた周期帯別波高の周期範囲は以下の通

りである． 

 

 16.0～25.6s，10.7～14.2s，8.0～9.8s，T5～7.5s（T5 は観測点の水深により異なる） 

 

前述の長周期波と同じ 2005 年 1 年間を対象にして処理した結果を図 2.5-7 に示す．波浪

についても，長周期波の場合と同様，北（東）に行くほど継続時間は短い． 

長周期波，波浪を合わせて見ると，太平洋側では 10.7～14.2s の成分の波浪の継続時間が

最大で，それより周期が長くなっても短くなっても継続時間はほぼ単調に減少する． 

日本海側では，10.7～14.2s と 8.0～9.8s の成分の波浪の継続時間がほぼ同じで最大であ

る．それより周期の長い 16.0～25.6s，15～30s，30～150s の成分の継続時間はほぼ同様で，

150～300s，300s～の順に単調に減少する． 

太平洋側と日本海側の平均継続時間の分布を比較すると，太平洋側の方が分布範囲が広
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く，最大値も大きい． 

ある地点，ある時刻の波浪や長周期波の状態が継続するということの一つの可能性とし

て，対象地点周辺の波浪や長周期波も似た状態にあり，それがうねりのような形で伝播し

て来ることが考えられる．そこで，太平洋における10.7～14.2s，日本海における10.7～14.2s

と8.0～9.8sはうねりの代表周期に相当するもので，太平洋の方が空間規模が大きいために，

代表周期も長くなっているのではないかと考えられる．また，このようなうねりの周期か

ら遠ざかるに従い，対象地点周辺の波浪条件以外のものに影響され易くなって，継続時間

が短くなると推察される． 

例えば，うねりの代表周期よりも短いものは風波であるが，これは海上風の変動に鋭敏

に反応するためうねりよりも変動し易く，継続時間が短いものと考えられる． 

うねりよりも長い長周期波に関しても，その周期がうねりに近いほど，うねりと似た特

性を持っていると考えるのは自然である．第 1 章でも紹介したように，周期 300s 程度以上

の長周期波成分になると，うねりと殆ど関係がないと言われている． 
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図 2.5-2 太平洋側と日本海側における長周期波高の自己相関係数の平均値と標準偏差 
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図 2.5-3 自己相関係数の変化 
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図 2.5-5 太平洋側における長周期

波の平均継続時間 

（いずれの図でも，横軸の右は東

（北）に位置する地点である．） 
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図 2.5-6 日本海側における長周期

波の平均継続時間 

（いずれの図でも，横軸の右は東

（北）に位置する地点である．） 
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図 2.5-7 平均継続時間の分布（2005 年，T5 は地点により異なる） 
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２．６ 300s 以上の成分と他の成分との違い 

前述の通り，長周期波は周期帯によって特性が異なることが示されたが，ここではさら

にいくつかの解析を行って，その違いを確認する． 

 

(1)長周期波と波浪との関係 

長周期波高は，波浪の波高と周期の積に比例するということが経験的に知られている．

しかし，例えば常陸那珂の長周期波高を成分別に見ると，30～150s の成分波高は，波浪の

波高と周期の積に概ね比例しているが，300s 以上の長周期成分の波高は必ずしもそうでは

なく，波高と周期の積が小さいにもかかわらず長周期波高が高いデータ群が多く見られる

ことが分かる（図 2.6-1，図 2.6-2）． 

従って，長周期波の中でも，30～150sのような周期の短い成分は波浪との関連が強く，

300s以上のような周期の長い成分は波浪との関連が弱いということができる．青木(2002)

も，長崎県対馬の阿連漁港沖における観測資料を用いて，同様のことを述べている． 

このことから，長周期波の特性を調べる際に，全成分を一括して扱うのではなく，周期

帯別に分けて解析することによって，より詳細な結果が得られることが期待できる． 
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図 2.6-1 波浪の波高，周期と長周期波高との関係（常陸那珂，2001 年） 
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図 2.6-2 波浪の波高，周期と長周期波高との関係（酒田，2001 年） 
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(2)長周期波の変動特性（周波数特性） 

長周期波高の変動特性を明らかにする目的で，2005年1年間の長周期波高の時系列を用い

てスペクトル解析を行った．前節と同様，波高の値を対数変換して用い，7日間の移動平均

を元のデータから差し引くことによって，長周期変動を除去した． 

データの時間間隔は 4 時間，データ数は 2048 としたので，データ長は約 341 日である．

結果を図 2.6-3 に示す．波高は対数を取って用いているので，縦軸は無次元で表示してある． 

3 地点とも 100～300 時間（0.003～0.010 1/hour）程度の周期性を持つ変動が見られるが，

100～150 時間（0.007～0.010 1/hour）には特に顕著なピークが見られる．これは２．５の

長周期波の変動の自己相関解析の部分で述べたことと一致する．しかし，300s 以上の成分

と他の成分とはピークの出現特性に違いがある．即ち，他の成分で見られるピークの中に

は，300s 以上の成分では必ずしも明瞭でないものがあり，300s 以上の成分は他の成分と特

性が異なることが示唆されている． 
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図 2.6-3 長周期波高の変動特性 
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(3)300s 以上の成分に関するまとめ 

 以上述べたことから，300s 以上の成分は，300s 以下の成分と違って波浪とあまり関連し

ていないことが分かった．従って，この成分は，波浪のように，海上風によって発生・発

達するのではないことが示唆される． 

第１章で紹介したように，青木(2002)が，「気象性長周期波」と呼んだ成分の特性につい

て確認を行うことができた． 
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２．７ まとめ 

 第２章の内容をまとめると以下のようになる． 

 

(1)太平洋側と日本海側における長周期波の出現特性 

●300s 以下の成分波高は日本海側と太平洋側でそれぞれ特徴的な季節変化を示す．即ち，

日本海側では冬に高く，夏に低い．太平洋側では，春と秋に高い． 

●300s以上の成分波高は，300s以下の成分波高と異なる季節変化を示すが，日本海側は太

平洋側よりは300s以下の成分と似た変化をする．このことは，各成分波高間の相関係数か

らも確認できる． 

●ほぼ同緯度の太平洋側と日本海側の2地点を対象とした場合，300s以下の成分に関しては，

両地点で相関が高くないのに対し，300s以上の成分では相関が見られる．この特徴は，5年間

のデータを用いた波候解析（長期間の波浪統計解析）からも，特定の擾乱時の解析からも明ら

かになった． 

 

(2)長周期波の継続時間 

●長周期波高の自己相関係数の地点平均値は，日本海側の方が太平洋側よりもやや早めに

減衰するが，概ね同じである．標準偏差は，300s 以下の成分では太平洋側の方が大きいが，

300s 以上の成分では，両海域ともほぼ同じである． 

●自己相関係数から求めた平均継続時間は，周期が長い成分ほど短い．また，太平洋側，

日本海側のいずれも，東（北）に行くほど短くなる．その傾向は太平洋側の方が顕著であ

る． 

●波浪の平均継続時間も長周期波と同様，太平洋側，日本海側のいずれも，東（北）に行

くほど短くなる． 

●波浪，長周期波両方を含めて，平均継続時間が最大となる周期は，太平洋側の方が日本

海側よりも長い． 

●上記平均継続時間が最大となる周期よりも，周期が大きくなっても小さくなっても，平

均継続時間はほぼ単調に減少する． 

●太平洋側と日本海側の平均継続時間の分布を比較すると，太平洋側の方が分布範囲が広

く，最大値も大きい． 

 

(3)300s 以上の成分と他成分との違い 

●長周期波の中でも，30～150s のような周期の短い成分は波浪との関連が強く，300s 以上

のような周期の長い成分は波浪との関連が弱い． 

●長周期成分波高には，100～300 時間程度の周期性を持つ変動が見られる．他の成分で見

られるピークの中には，300s 以上の成分では必ずしも明瞭でないものがある． 
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第３章 波浪の非線形相互作用による長周期波 

第２章で述べたように，長周期波は周期帯によってその特性が異なる．本章では，周期

300s 程度以下の成分を主に扱う．その中でも，Longuet-Higgins and Stewart (1962) が，

ラディエーション応力の考え方に基づいて理論的に取り扱った拘束波について議論する． 

従来，観測された長周期波の時系列から拘束長周期波高を推定する場合，１方向波を仮

定せざるを得ず，しかも煩雑な計算を必要とした．しかし，実際の波浪には方向分散が存

在し，しかも方向分散が大きいほど拘束波高が小さくなることが知られている（Sand，

1982）． 

加藤ら(2004，2005) は数値シミュレーションによって，有義波高に対する拘束波高の波

高比は，アーセル数によって整理できることを示すとともに，いくつかの方向集中度に対

して，波高比とアーセル数との関係式を提案している． 

また，加藤らの研究の考え方の基になった橋本ら(1993)の研究では，波浪の多方向性，弱

非線形性及び不規則性を考慮して拘束波を計算している．橋本らは，波浪の方向スペクト

ルを，線形成分と2次の非線形成分の和として表現できるとしている． 

本章では，先ず，加藤らの提案式を利用して，観測された有義波高と有義波周期とから，

拘束長周期波高を簡易的に推定するとともに，長周期波高全体との関係を解析し，方向分

散の影響について調べた． 

また，橋本らの方法に従って算出した拘束波高を用いて，日本沿岸における拘束波高の

出現特性について明らかにした． 

 

３．１ 加藤らの拘束波を用いた解析 

(1)単一方向波の場合の拘束波高 

観測された波形から拘束波を推定する際に単一方向波を仮定することはこれまでもよく

行われている．加藤ら(2004)は数値シミュレーションを用いて拘束波の波形を作成し，ゼロ

アップクロス法によって有義波高を算出し，これを拘束波高と定義した．そして，この拘

束波高をアーセル数から簡易的に算出する式を提案している．２つの周波数スペクトルに

対して加藤ら(2004)が提案した式を以下に示す． 

 

WALLOPS型（m=8） ： 
969.00101.0/ UrHHB   (3-1) 

JONSWAP型         ： 
025.10086.0/ UrHHB   (3-2) 

 

ここに，HB：拘束波高，H：有義波高，Ur = HL2 / h3：アーセル数，L：波長，h：水深 
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である． 

一方，Bowers(1992)も単一方向波の場合の拘束波高を推定する以下の式を提案している 

 

2/074.0
22 hTHH PB   (3-3) 

 

ここに，TP はピーク周期である．波高と水深の単位をm，周期の単位をsとするとき，比

例係数0.074はm/s2の単位を持つ． 

本研究では，まず加藤らとBowersの提案式で算出した拘束波高の比較を行った．入射波

の条件は，以下の組み合わせで100通りとした．ここで，T は有義波周期であり，合田(1987)

を参考にしてTP = 1.05Tと設定した．  

 

有義波高 ： 0.5，1.0，2.0，3.0 m（4通り） 

有義波周期： 8，10，12，14，16秒（5通り） 

水深   ： 10，15，20，25，30 m（5通り） 

 

この入射波に対して計算される拘束波高を比較した結果を図3.1-1 に示す． 

 

 

(a)JONSWAP型スペクトル入射の場合      (b)WALLOPS型スペクトル入射の場合 

 

図3.1-1 加藤らとBowersによる推定拘束波高の比較 

(回帰式のx ，y はそれぞれ横軸，縦軸を示す．) 

 

２つのスペクトル形状でやや違いはあるものの，加藤らの提案式とBowersの提案式で計

算した拘束波高は数%の差しかなく，よく一致しているということができる． 
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次に，両者がほぼ一致する理由を以下に示す．  

水深が波長に比べて非常に小さい場合（浅海域）は，波浪の分散関係式は，以下の式で

表される．ここに，gは重力加速度（9.8m/s2）である． 

 

ghTL                   (3-4)  

 

 この関係を使うと，両式から計算される拘束波高はほぼ等しくなることが示される． 

 

(2)方向分散の考慮 

加藤ら(2005)は，多方向シミュレーションによって方向分散の影響を調べた．その結果，

方向分散が大きくなるほど拘束長周期波の波高は小さくなることを示している． 

方向集中度別に提案された式は以下の通りである． 

 
















995.0

max

972.0

max

992.0

max

00295.0/:10

00527.0/:100

00897.0/:1000

rB

rB

rB

UHHS

UHHS

UHHS

                (3-5) 

 

ここに，Smax  : 方向集中度である． 

 

この提案式から，HB / HとUrとの関係を図3.1-2 に示す．加藤ら(2005)も述べているよう

に，拘束波高と有義波高との波高比とアーセル数との関係を対数表示した場合，両者の関

係を示す直線は，方向集中度の変化によって，平行移動的に変わっている． 
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図3.1-2 HB /Hとアーセル数Urとの関係（加藤ら，2005） 

 

ここで，いずれの式においてもUr のべき数が１に近いことに注目し，(3-5)式を，Ur に

比例する形に書き換えた．係数の決定に際しては，加藤らの数値シミュレーション条件に

合わせて，Ur を1から100の範囲で変化させ，加藤らの式によって計算される値との差が最

小になるようにした．書き換えた後の式を(3-6)式に示す． 
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B

B

B
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max

max

max

                    (3-6) 

 

また，この関係を図3.1-3 に示す．図3.1-2 と図3.1-3 とを比べると殆ど違いは見られな

いが，より厳密に比較した結果を図3.1-4 に示す．この図は，方向集中度100の場合に，加

藤らの提案式と，本研究の提案式によって計算した波高比HB / Hを比較したものである．両

者の差は1%以下である．方向集中度が1000，10の場合も同様に，両者の差は1%以下であ

り，いずれの提案式を用いても実質的な差は殆どないということができる． 

このため，本研究で提案した式を用いた場合も，加藤らの提案式を用いた場合と同様，

アーセル数と波高比との関係を示す直線は，方向集中度の変化に伴って平行移動的に変化

している．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1-3 HB  /Hとアーセル数Urとの関係 

（Ur の係数を１に変更） 
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図3.1-4 加藤らの提案式と，本研究の提案式で 

      計算した波高比の比較（ 100max S ） 

（回帰式のx ，y はそれぞれ横軸，縦軸を示す．） 

 

(3-6)式に示したUr の係数と方向集中度との関係を対数表示したところ，両者は図3.1-5 

に示すように良い直線関係を示すことが分かった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1-5 方向集中度と rU の係数との関係 

 

両者の関係を回帰直線で近似すると，Ur の係数a  を方向集中度の関数として，(3-7)式

のように表現することができる． 
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この式を用いると，方向集中度が10～1000の範囲で(3-6)式を一般化した(3-8)式が得られる． 

 

 
rB USHH

2623.0

max001416.0/                   (3-8) 

 

この式から，方向集中度が高く，波浪の非線形性の程度を示すアーセル数が大きいほど，

拘束長周期波高は大きいことが分かる． 

 

(3)観測値を用いた拘束波高の推定 

(2)で提案した(3-8)式を用いて，全国のナウファスの波浪観測地点における波高，周期か

ら拘束波高を推定し，長周期波高（15s以上）との比を調べた．用いたデータは2000～2003

年のものである．推定に必要な方向集中度は，合田・鈴木(1975)に倣い，波形勾配から見積

もった（図3.1-6）． 

ここでは，観測された波高を沖波の波高と見なし，周期と水深に対応した沖波波長を求

めて波形勾配を算出し，この波形勾配から方向集中度を推定した．波浪が浅海域に進入し

た際に方向集中度が増加する効果は考慮しなかった． 

拘束波高HBと長周期波高HLとの比率はHLが大きいほど増大することが経験的に知られ

ている（永井ら，1996）．久慈と石巻について調べた結果を図3.1-7 に示す．確かにHB  / HL 

は，HLとが大きいときに大きくなる傾向はあるが，両者の相関は必ずしも良くない． 
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図3.1-6 方向集中度と波形勾配との関係（合田・鈴木，1975） 
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図3.1-7 拘束波高／長周期波高と長周期波高との関係の例 

（回帰式のx ，y はそれぞれ横軸，縦軸を示す．Nはデータ数 である．） 
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次に，同じ２地点について，HB /HLとアーセル数との関係を調べた．結果を図3.1-8に示

す．HB / HL はアーセル数と良い直線関係を示すが，その傾きは地点によって異なっている．

これは，観測点毎の水深の違いによるものではないかと考え， 

 

rLB bUHH /  (3-9) 

 

とした時の，bと水深との関係を調べた．解析対象地点の水深と係数bとの関係を，表3.1-1，

図3.1-9 に示す．  

水深が大きいほど，係数b は大きい傾向がある．散らばりが大きく，相関係数は0.47と

必ずしも高くはないが，h の単位をmとして，両者の関係を1 次回帰式で近似すると，以

下の関係が得られた． 

 

rLB UhHH )0357.00006.0(/   (3-10) 

 

この式から，同じアーセル数であれば，水深が深いほど長周期波全体に占める拘束波の

割合は大きいことが分かる． 

(3-10)式を用いて，アーセル数と水深からHB / HLを推定した値と観測された値とを比較

した．結果を図3.1-10 に示す． 

この図には，久慈と石巻の結果を同時に示してある．両地点で値の範囲に違いはあるが，

推定値と観測値とは平均的に一致しており，(3-10)式の有効性が確認された． 
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表3.1-1 解析対象地点の水深と係数bとの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

観測点 水深(m) b

中城湾 39.6 0.082

細島 48.3 0.059

玄界灘 39.5 0.079

鳥取 30.9 0.054

柴山 41.1 0.078

金沢 21.1 0.041

富山 20.0 0.057

直江津 32.7 0.045

酒田 45.9 0.056

留萌 49.8 0.060

瀬棚 52.9 0.065

苫小牧 50.7 0.040

紋別（南） 52.6 0.045

久慈 49.5 0.070

石巻 20.8 0.042

小名浜 23.8 0.036

常陸那珂 30.3 0.057

波浮 48.3 0.077

下田 51.1 0.077

清水 51.8 0.044

御前崎 22.8 0.040

潮岬 54.7 0.069

室津 26.8 0.055

高知 24.1 0.039

上川口 27.9 0.053
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図3.1-8 拘束波高／長周期波高とアーセル数との関係の例 

（回帰式のx ，y はそれぞれ横軸，縦軸を示す． 

R：相関係数，N：データ数 である．） 
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図3.1-9 bと水深との関係 

（回帰式のx ，y はそれぞれ横軸，縦軸を示す．） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1-10 拘束波高／長周期波高の推定値と観測値との比較 
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また，(3-10)式を(3-8)式と組み合わせることによって，(3-11)式が得られる． 

 

)3576/(16.14
2623.0

max  hHSH L                        (3-11) 

 

このことから，方向集中度が高い場合，水深が浅い場合に長周期波が発達することが分

かる．ここで注意すべきは，係数bと水深との関係を線形の式で近似したが，非常にばらつ

きが大きいことである．このことから，b は水深以外のパラメータにも依存していること

が推定される． 

bと水深との関係にばらつきが大きいため，図3.1-9 で，回帰直線から大きく外れた地点

は，それだけで，(3-11)式による推定精度が低くなる．図3.1-10 の検証に用いた石巻と久

慈は，図3.1-9 で比較的回帰直線に近い地点なので，推定値と観測値とが平均的に一致して

いるが，必ずしも水深にこだわらずに，b の値をそのまま用いた地点毎の推定式を用いる

方が精度は良くなる．b を水深及びその他のパラメータで正確に表現することは今後の課

題である． 

 

(4)方向集中度と非線形性の影響 

加藤ら(2005)が示したように，拘束波高は，波浪の非線形性を示すアーセル数とともに，

方向集中度にも依存する．しかし一方で，長周期波高全体はアーセル数には依存せず，方

向集中度と水深に依存する．このことから，長周期波高全体の発達には，方向集中度は影

響するが，非線形性は余り影響しないということが分かる．長周期波が，拘束波と自由波

とから構成されると考えると，自由波は，波浪の非線形性に影響を受けない長周期波であ

ることが示唆される． 

３．２でも述べるように，年間を通してみると，長周期波はほぼ自由波と言って良い．

このことからも自由波は，波浪の非線形性に影響を受けない長周期波であると推定するこ

とができる． 
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３．２ 橋本らの拘束波を用いた解析 

(1)はじめに 

長周期波は，波浪の非線形性に伴って生成される拘束波と，拘束波以外の自由波からな

ると言われている（永井ら，1996）．長周期波が発達する擾乱時において，観測された長

周期波のうちの拘束波の占める割合に関する研究は行われているが，年間を通じての，拘

束波の出現状況を調べた例はない．ここでは，日本沿岸に配置されたナウファス波浪観測

地点における拘束波の年間の出現状況について調査し，長周期波が低いときも含めた特性

について明らかにすることを目的として解析を行った． 

 

(2)解析対象データ 

ここでは，全国のナウファスの12か所の観測点で観測された長周期波の波形データを用

いた（図3.2-1）．波形データを用いてスペクトル解析を行い，表3.2-1 に示す周期帯で積

分したエネルギーの平方根の4倍として波高を定義した．対象期間は2008年1年間である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-1 対象波浪観測所（ナウファス） 

 

表3.2-1 解析対象データ 

長周期波 周期帯別（成分別）波高 

（15～30s，30～150s，150～300s，300s～） 

時間間隔：2 時間 

期  間 2008 年 
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(3)拘束長周期波高の推定 

拘束長周期波高は，橋本ら(1993)に従い，波浪の弱非線形性及び不規則性を考慮して計算

した．橋本らは，海面の水位変動等の時系列を，弱非線形・擬似ガウス過程に従うとして，

摂動展開した．また，時系列データが平面座標と時刻に関して定常であるのでフーリエ成

分の和で表現できるとして，方向スペクトルが，線形成分と2次の非線形成分の和で表現さ

れることを示した． 

図3.2-2 に周波数スペクトルの計算結果の例を示す．低周波側に見られるスペクトルは，

線形（1次）成分には見られない2次の非線形成分である．この部分のエネルギーを30s～300s

の範囲で積分し，その平方根を4倍したものを拘束長周期波（以後，拘束波）の波高と定義

した．300s以上の成分を対象にしなかったのは，第４章で述べるように，長周期波の中で

も，周期の長い成分は微気圧変動によって発生し，波浪や拘束波との関連が弱いことが分

かっているからである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-2 数値計算による周波数スペクトルの理論値の例 

（波高 4m，周期 9.52s，水深 10m，方向集中度 70） 
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この方法を用いて，図3.2-1に示した12地点の2008年1年間の有義波高，周期，方向集中度

（Smax）から，拘束波高を2時間毎に計算した．その際用いた有義波高，周期は6観測分の

平均を取った．例えば，2時の拘束波高を計算する際には，0:10～0:30，0:30～0:50，0:50

～1:10，1:10～1:30，1:30～1:50，1:50～2:10の6回の観測の有義波高，周期を平均した（6

観測中1観測でも欠測がある場合は処理しない）．このような処理をしたのは，算出した拘

束波高と比較する2時の観測長周期波高が，0:10～2:10の波形データを解析して得られるも

のだからである． 

方向集中度は，このようにして求めた波高，周期の平均値から得られた波形勾配を沖波

の波形勾配として，合田・鈴木(1975)に従って推定した（図3.1-6）．但し，沖合の波が浅

海域に到達すると，水深の影響で方向集中度が増大する．ここでは，やはり合田・鈴木(1975)

に従い，平行等深線を仮定してこの方向集中度の増大を評価して最終的な方向集中度を推

定した（図3.2-3）． 

拘束波と同様，観測された長周期波高のうち，30～300s の成分波高をHL とした．また，

拘束波高をHB としたとき，(1)式で求められるHF を自由長周期波（以下，自由波）の波高

とした． 

 

2/122 )( BLF HHH                            (3-12) 

 

 

 

図3.2-3 浅海域における方向集中度の推定方法（合田・鈴木，1975） 
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2008 年 2 月の酒田と 4 月の仙台新港の計算例を図 3.2-4，図 3.2-5 に示す．長周期波高

に対する拘束波高の比は，波高が高い時には増加するが，平常時は非常に小さく，年間を

通してみると，長周期波はほぼ自由波であることが分かる．但し，観測された長周期波に

は，各所で反射した成分が含まれている．財団法人沿岸技術研究センター(2000)によると，

沿岸で観測された流速のうち，20s 以上の成分を抽出して東西成分と南北成分のスキャッタ

ー・ダイヤグラムを作成すると，殆ど方向が定まらないことが報告されている．従って，

観測された長周期波高から，純粋な進行波分のみを抽出することが難しく，長周期波高に

対する拘束波高の比は実際よりも過小に評価されている可能性があることは注意を要する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-4 有義波高と長周期波高の時系列（酒田：2008 年 2 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-5 有義波高と長周期波高の時系列（仙台新港：2008 年 4 月） 
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(4)拘束波高の特性 

図3.2-4，図3.2-5から分かるように，拘束波は，波浪や長周期波が発達する時期に急速に

発達する．このことは，拘束波高／長周期波高 の比が，長周期波高が大きいほど概ね大き

いということからもわかる（図3.2-6）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-6 長周期波高と，拘束波高／長周期波高 との関係の例 

（潮岬）    HL：長周期波高，HB：拘束波高 

 

拘束波高／長周期波高の月平均値を図3.2-7 に示す．日本海側の酒田，福井では，冬にこ

の比が大きく，太平洋側の潮岬，小名浜では春に大きくなっている．この傾向は，月平均

有義波高の季節変化と良く似ている（図3.2-8）． 

詳細に見ると，酒田，福井では2月に 拘束波高／長周期波高 が極大となるが，有義波高

も極大となる．潮岬では，5月に拘束波高／長周期波高 が極大となり，3月にも極大となっ

ているが，有義波高も同様の傾向を示す．小名浜では，4月に拘束波高／長周期波高 が極

大となり，12月にも極大となっているが，有義波高も同様の傾向を示す 
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図3.2-7 拘束波高／長周期波高の季節変化（2008年：酒田，福井，潮岬，小名浜） 

HL：長周期波高，HB：拘束波高 
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図3.2-8 月平均有義波の季節変化（2008年：酒田，福井，潮岬，小名浜） 

  河合ら(2010) 
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拘束波高／長周期波高 の年平均値と水深との関係を図 3.2-9 に示す．拘束波高／長周期波

高は，水深が浅い地点ほど大きい． 

３．１で述べたように，長周期波高（15s以上全体，ここでは30～300sなので定義が異な

る）に対する拘束波高の比は，アーセル数（ HL2 / h3 ，ここに，H：有義波高，L：波長，

h：水深）に比例する．この比は，水深以外に波浪条件に依存するはずであるが，12地点の

年平均値を用いて作成した図3.2-9 を見ると，水深が重要な要素であることが分かる． 

拘束波高／長周期波高 と方向集中度との関係の例を図 3.2-10，図 3.2-11 に示す．この

図は，両者の月平均値同士の関係を示したものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-9 拘束波高／長周期波高 と水深との関係（対象 12 地点） 

HL：長周期波高，HB：拘束波高 
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図 3.2-10 拘束波高／長周期波高  と方向集中度（月平均値）の関係（日本海側） 

HL：長周期波高，HB：拘束波高 
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図 3.2-11 拘束波高／長周期波高  と方向集中度（月平均値）の関係（太平洋側） 

HL：長周期波高，HB：拘束波高 
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太平洋側の潮岬，波浮でも，日本海側ほど相関は高くないが，方向集中度が大きいほど拘
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これは一見奇妙な結果である．それは，３．１で述べた通り，方向集中度が大きくなる

と，拘束波高が大きくなり，橋本ら(1993) の方法に従って数値計算で求めた結果でもその
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る長周期側（30～300s）の拘束波のエネルギーに関しては，方向集中度が大きい方が大き
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長周期波高全体も大きくなる．長周期波高（15s以上全体）に対する拘束波高の比はアーセ

ル数に比例する．アーセル数は変形するとH / L× L3 / h3 となる．同一地点では h は一定で

ある．周期の変動に伴って波長Lも変動するが，H / L（波形勾配）が支配的な役割を果たし，

方向集中度が大きくなるとこの値が小さくなって，拘束波高／長周期波高 を小さくしてい

るものと考えられる．因みに，周期の変動は図3.2-13，図3.2-14，表 3.2-2に示す通りで，

太平洋側の方が日本海側よりも値が大きいものの，変動範囲に顕著な違いはない． 

日本海側で拘束波高／長周期波高 と方向集中度との相関が高く，太平洋側で低い理由に

関しては，以下のように考えた．即ち，日本海側では風波が卓越していて，波浪の状況を

単一の波高と周期で表現できる．それに対して，太平洋側では風波とうねりとが混在して

いるために，単一の波高，周期で表現することが難しい．即ち，単一の波高，周期から定

義した波形勾配の値が同じでも，様々な波浪の状態が出現するために，長周期波の状態に

も変動が大きいと考えられる． 

ここで定義した長周期波高は，30～300sの成分波高であるため，３．１で示した長周期

波高（15s以上全体）と定義が若干異なるが，定性的には整合する説明を行うことができた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-12 方向集中度が異なる場合の周波数スペクトルの 2 次の非線形成分の比較例 

（波高4m，周期9.52s，水深10m） 
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図 3.2-13 周期の出現頻度（日本海側） 

河合ら(2010) 

 

 

図 3.2-14 周期の出現頻度（太平洋側） 

河合ら(2010) 

 

 

表3.2-2 各地点の年間の有義波高の平均値と標準偏差 

  
期間：2008年

有義波周期 酒田 福井 潮岬 小名浜

平均 (s) 5.83 5.88 7.31 8.05

標準偏差(s) 1.54 1.56 1.41 1.66
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(4)長周期波高の推定式 

３．１では長周期波高を推定する式を作成した．前述のように，この式で扱った長周期

波高は15s以上の成分全体であるのに対し，ここでは30～300sの成分波高を長周期波高と呼

んだ．従って，(3-11) 式をそのまま使うことはできないものの，(3-12) 式の係数 a（（3-11）

式では14.16）を調整することで利用できないかと考えた．これは，30～300sの成分波高と，

15s以上の成分全体との間には相関があると考えたからである． 

 

)3576/(
2623.0

max  hHSaHL
 (3-12) 

 

ここに，
LH ：長周期波高，a：係数， H ：有義波高，

maxS ：方向集中度，h：水深(m) 

である． 

酒田と柴山の結果を図3.2-15 に示す．柴山についてはa =8.48，酒田については a =12.65

と，両地点で異なるものの，いずれの地点も，推定式は観測された長周期波高を概ね再現

している．但し，酒田に関しては，推定波高が大きい部分で推定波高が過大評価となって

いる．これは，扱った長周期波高の周期帯の違いによる可能性もあり，推定式の精度を上

げることが課題として挙げられる． 
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図 3.2-15 推定長周期波高と観測波高との比較 

（上：酒田，下：柴山） 
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(5)方向集中度の推定に関する課題 

本章では，合田・鈴木(1975) に従い，波形勾配から方向集中度を推定した．図 3.1-6 に

示したように，波形勾配と方向集中度には負の相関がある． 

太平洋側，日本海側 2 地点ずつを対象にして，2008 年 1 年間の有義波高と波形勾配との

関係を調べた．結果を図 3.2-16 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-16 有義波高と波形勾配との関係 

（観測された波高，周期を沖波の値として単純に波形勾配を算出） 
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両者には弱い正の相関がある．従って，波高が小さい時は概ね波形勾配も小さくなり，

合田・鈴木(1975) に従うと，方向集中度は大きくなる．波高が小さい時は静穏に近いとき

であるが，そのときに方向集中度が大きいというのは不自然ではある．そのような課題が

ありながらも，ここでは合田・鈴木(1975) に従って方向集中度を推定した． 

一方，三井ら(2010)は，2008年の金沢の海象計の観測資料を用いて方向スペクトルを算

出して，方向集中度を求めている．その結果，波高が2mを超す高波時は合田・鈴木(1975)

と同様，方向集中度と波形勾配には負の相関があるが，波高が2m以下の静穏時は逆に正の

相関関係があることを示している（図3.2-17）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-17 波高別の波形勾配（H/L）と方向集中度Smaxとの関係 

（金沢，2008年1～2月及び11～12月） 

実線：海象計の3層の流速データ利用，破線：上層の流速データだけを利用 

三井ら（2010） 

 

三井ら(2010)が対象とした2008年の金沢の観測資料によると，波高2m以下の低波高は全

体の86.5%と大部分を占めている（表3.2-3）．従って，方向集中度は波形勾配と概ね正の

相関があると考えた方が妥当であり，これまで広く用いられて来た，合田・鈴木(1975)の考

え方と正反対の内容となる．その理由として，合田・鈴木(1975)の考え方は，風波の推算式

であるウイルソンの式に基づいているため，波高の低いときに適用することが必ずしも適

切ではないことが考えられる． 

また，三井ら(2010)によると，方向スペクトル解析の際に，上層の流速のみを用いる場合

と比較して，全層（3層）の流速を用いると，方向集中度が1.5倍程度になる． 

さらに，うねりと風波が混在する場合は，そもそも1種類の方向集中度で代表させること

自体に無理があるので，そのような場合に，方向集中度を用いて拘束波を推定することが

適切とは言えない． 

これらのことから，これまで用いられて来た方向集中度の推定方法にはまだまだ改善の
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余地があり，今後方向スペクトルの推定精度の向上と，波浪諸元からの適切で精度の良い

推定方法の開発が重要な課題である． 

 

 

表3.2-3 金沢における波高と周期の出現頻度分布（2008年） 

水色の網掛けは，波高200cm以下の累積頻度を示す． 

河合ら(2010)に追記 
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３．３ 拘束波と自由波に関する考察 

 (3-3)式から分かるように，拘束波高は外洋（深海域）では波高が小さくなると考えられ

る．水深144mの宮城県中部沖のGPS波浪計で観測された有義波諸元から計算した拘束波高

と，観測された30～300sの長周期波高の時系列を図3.3-1に示す． 

 波高が小さいとはいえ，有義波高が大きいときには，0.1m程度の拘束波高，長周期波高

が出現している．既に述べた通り，自由波高は長周期波高とほぼ等しい．このように，外

洋域にも，拘束波，自由波が存在している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-1 外洋における波浪と長周期波の時系列（宮城県中部沖，2008 年 4～5 月） 

 

沖合から岸に達する波群に拘束された拘束波が，岸で反射した際に拘束を解かれて自由

波になるという説を，Longuet-Higgins and Stewart (1962)は唱えている．既にみたように，

長周期波の大部分は自由波であり，それが全て，拘束波が岸で反射することによって生成

されると考えることには無理がある．関本(2000)は，反射以外にも，砕波点の変動，海底勾

配の不連続，防波堤による回折等，自由波の生成要因を挙げているが，多くは沿岸での現

象である．ここで示したように，GPS 波浪計地点のような沖合で自由波が存在するという

ことは，沖合で自由波が生成されることも多いと考えるのが自然である． 

宮城県中部沖 GPS 波浪計の位置を図 3.3-2 に示す．沿岸から GPS 波浪計地点までの距離

は約 11km である．宮城県中部沖 GPS 波浪計と岸との間の平均的な水深を，GPS 波浪計地

点の水深の半分の 72m とすると，海洋長波の伝播速度は 26.6m/s となる．周期 30～300s

に対応する波長は，800～8000m である．周期 30s の成分の波長は，GPS 波浪計から岸ま

黒：有義波高（左軸） 
赤：拘束波高（右軸） 
青：長周期波高（右軸） 
緑：自由長周期波高（右軸） 
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での距離よりも 1 オーダー小さいが，300s の成分については，波長と距離が同オーダーで

ある．従って，周期の長い成分は，岸で反射されたものが観測された可能性もあるが，周

期の短い成分については，その可能性が小さい． 

そこで，沖合と沿岸とで，周期帯別の波高の比較を行った．2008 年の 4 期間の，宮城県

中部沖，石巻，仙台新港における長周期波高の波高比（300s 以上／30～150s）の経時変化

を図 3.3-3～図 3.3-4 に示す． 

沖合である宮城県中部沖では，沿岸の石巻，仙台新港よりも，この波高比がやや大きい

傾向がある．このことは，沿岸で反射した長周期波のうち，周期の短い成分は沖合には到

達しにくく，周期の長い成分は沖合に到達するという考え方と矛盾しない． 

しかし，この事実だけから，沖合の長周期波，自由波の生成について論じることは難し

く，定量的な評価を含むさらなる検討が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-2 宮城県中部沖 GPS 波浪計の位置 

 

  

宮城県中部沖 

GPS 波浪計 

ナウファス 

仙台新港 

 

ナウファス石巻 
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図 3.3-3 長周期波高の波高比（300s 以上／30～150s）の経時変化 

（宮城県中部沖，石巻，仙台新港） 
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図 3.3-4 長周期波高の波高比（300s 以上／30～150s）の経時変化 

（宮城県中部沖，石巻，仙台新港） 
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３．４ まとめ 

 第３章の内容をまとめると以下のようになる． 

 

(1)加藤らの拘束波を用いた解析 

●加藤らとBowersが提案した方法で計算した単一方向波の拘束波高はよく一致した． 

●加藤らが3種類の方向集中度について作成した式を用いて，任意の方向集中度の場合に拘

束長周期波高を推定する式を提案した． 

●拘束長周期波高と長周期波高全体との比を，波浪の非線形性を示すアーセル数と水深か

ら推定する式を提案し，全国沿岸の波浪観測データを用いてその適用性を確認した． 

●上記の結果を組み合わせ，長周期波高全体を，有義波高，方向集中度，水深から推定す

る式を提案した．長周期波高全体は，方向集中度が大きく，水深が浅いときに大きくなる

が，非線形性との関連は弱いことが分かった． 

 

(2)橋本らの拘束波を用いた解析 

●波浪の多方向性，弱非線形性及び不規則性を考慮して，拘束波の周波数スペクトルを数

値計算により求めた．方向集中度が大きいと，拘束波のエネルギーも大きくなる． 

●上記の方法を用いて，ナウファス12地点の2008年1年間の拘束波高を算出し，観測された

長周期波高との比を計算した．波高が高い時はこの比は増加するが，平常時は非常に小

さく，年間を通してみると，長周期波はほぼ自由波である． 

●拘束波は，有義波や長周期波が発達する時期に急速に発達する． 

●拘束波高／長周期波高 の季節変化は有義波高の季節変化と非常に良く似ており，日本海

側では冬に大きく，夏に小さい．また，太平洋側では春に大きい． 

●拘束波高／長周期波高 の年平均値は，水深が浅い地点ほど大きい． 

●拘束波高／長周期波高 と波形勾配から推定した方向集中度とは，日本海側では負の相関

を持つが，太平洋側では明確な関係が見出せない． 

 

(3) 拘束波と自由波に関する考察 

●2008 年の 4 期間の，宮城県中部沖，石巻，仙台新港における長周期波高の波高比（300s

以上／30～150s）をみると，沖合である宮城県中部沖では，沿岸の石巻，仙台新港よりも，

この波高比がやや大きい傾向がある． 
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第４章 気象性長周期波 
第２章で述べたように，長周期波はその周期帯によって特性が異なり，特に周期 300s 程

度以上の成分は，それ以下の成分とはかなり特性が違っている．本章では，通常の波浪と

の関係が弱く，気象性長周期波と呼ばれる周期 300s 以上の成分が発達する際の条件を明ら

かにすることを目的として，長周期波と気圧データの解析を行った． 

 

４．１ 300s 以上の成分と気圧変動との関係 

(1)解析対象データ 

ここで用いたデータの観測点を図 4.1-1 及び表 4.1-1，表 4.1-2 に示す．また，用いたデ

ータを表 4.1-3 に示す．気圧データは，1 時間毎のデータと 1 分毎のデータを併用した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-1 対象観測地点 
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表 4.1-3 解析対象データ 

波  浪 有義波高，有義波周期 

周期帯別（成分別）波高 

（16.0～25.6s，10.7～14.2s，8.0～9.8s，T5～7.5s）  

*T5 は地点により異なる． 

時間間隔：2 時間 

長周期波 周期帯別（成分別）波高 

（15～30s，30～150s，150～300s，300s～） 

波高はエネルギーの平方根の 4 倍と定義 

時間間隔：2 時間 

気圧 海面気圧 

時間間隔：1 時間または 1 分 

期  間 2001 年～2005 年 

 

表 4.1-1 波浪観測地点一覧 

記号 波浪観測地点 記号 波浪観測地点 

P1 細島 J1 玄界灘 

P2 上川口 J2 藍島 

P3 高知 J3 鳥取 

P4 室津 J4 柴山 

P5 潮岬 J5 金沢 

P6 御前崎 J6 富山 

P7 清水 J7 輪島 

P8 下田 J8 直江津 

P9 波浮 J9 酒田 

P10 鹿島 J10 瀬棚 

P11 常陸那珂 J11 石狩新港 

P12 小名浜 J12 留萌 

P13 石巻 

P14 釜石 

P15 久慈 

P16 苫小牧 

P17 十勝 

P18 釧路 

 

表 4.1-2 気圧観測地点一覧 

記号 気圧観測地点 

A1 下関 

A2 萩 

A3 松江 

A4 鳥取 

A5 舞鶴 

A6 敦賀 

A7 金沢 

A8 高田 

A9 新潟 

A10 酒田 

A11 秋田 

A12 江差 

A13 小樽 

 

波浪の周期帯の表現はナウファスの年報に従った． 
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金沢
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 (2)総観規模の気圧低下と長周期波との関係 

周期 300s 以上の長周期波成分が発達した期間（2004 年 11 月 17 日～20 日）を対象に，

長周期波の発達と気圧変動との関係を調べた．波浮と金沢における波浪と長周期波の経時

変化を図 4.1-2 に示す．図中で，H(15-30)，H(300-)はそれぞれ，15～30s，300s 以上の成

分波高を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  図 4.1-2 波浮と金沢における波浪と長周期の経時変化 

0

1

2

3

4

5

0

2

4

6

8

10

2004/11/17 2004/11/18 2004/11/19 2004/11/20

H
（
3
0
0
-
）
/
H

(1
5
-
3
0
）

長
周

期
波

高
（c

m
）

波浮

H（15-30）

H（300-）

H（300-）/H(15-30）

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18
20
22
24
26

2004/11/17 2004/11/18 2004/11/19 2004/11/20

H
（
3
0
0
-
）
/
H

(1
5
-
3
0
）

長
周

期
波

高
（
c
m

）

金沢

H（15-30）

H（300-）

H（300-）/H(15-30）



 

4-4 

 

11 月 18 日から 19 日にかけて本州南岸を低気圧が通過し（図 4.1-3），低気圧の経路に位

置する波浮では，有義波高の発達と時期を同じくして長周期波の全成分が増大したが，低

気圧の直接の影響を受けない日本海側の金沢では有義波高は増加せず，長周期波でも 300s

以上の成分のみが増大している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-3 地上天気図（2004 年 11 月 18 日，19 日 9 時） 

 

H(300-)/H(15-30)（15～30s の成分波高に対する 300s 以上の成分波高の比）の経時変化

例（金沢）を図 4.1-4 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-4 金沢における H(300-)/H(15-30)と LTM/FTM の時系列 

 

300s 以上の長周期波の発達開始時を，H(300-)/H(15-30)の時系列が増加し始める時刻と

して定義することを試みたが，この比の時系列には短周期の変動が含まれ，また H(300-)

が発達し始める以前のH(300-)/H(15-30)の値は，地点や波浪状況によって様々であるため，

H(300-)/H(15-30)だけから H(300-)の発達開始時を決めることは難しい．そこで，以下の

LTM，FTM を用いて，LTM / FTM が 1 を超えた時刻の 25 時間後を H(300-)の発達開始時

0

1

2

3

4

5

6

7

0

2

4

6

8

10

12

14

2004/11/16 2004/11/17 2004/11/18 2004/11/19 2004/11/20 2004/11/21 2004/11/22

L
T

M
 /

 F
T

M

H
(3

0
0
-)

 /
 H

(1
5

-3
0
)

金沢
H(300-)/H(15-30)

LTM/FTM



 

4-5 

 

と定義した（図 4.1-5）． 

  

LTM : 現在時刻から 24 時間後までの H(300-)/H(15-30)の 13 データの平均値 

FTM : 24 時間前から現在時刻までの H(300-)/H(15-30)の 13 データの平均値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-5 LTM/FTM の考え方 

 

これは，図 4.1-4 に見られるように，LTM / FTM は滑らかに増加しているので，この値

が 1 を超える時刻を基に H(300-)の発達開始時刻を決定すれば，取り扱いが簡単になるため

である．  

この解析方法によると，金沢において 300s 以上の長周期波成分が発達を開始したのは 17

日の 17 時となる． 

この期間における金沢の海面気圧の経時変化（1 時間毎のデータ）を図 4.1-6 に示す． 

  

LTM / FTMの導入

①周期の短い変動が除去された時系列が生成される．

②現象が発生する前のLTM / FTMはほぼ1と考えられる．

FTM LTM

対象時刻

現象発生前

現象発生
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図 4.1-6 金沢における海面気圧の時系列 

 

気圧は 17 日夜に極大になった後，18 日から 19 日にかけて減少している．1 時間毎の気

圧データに 25時間移動平均を施したものが極大に達した時刻を気圧低下開始時刻と定義す

ると，気圧低下開始時刻は 17 日 21 時となる． 

日本海沿岸地点における気圧の低下開始時刻と H(300-)の発達開始時刻の関係を図 4.1-7

（上図）に示す（図中の●と□）．日本海に沿った両者の変化傾向は比較的良く一致し，北

（東）に行くほど気圧の低下開始時刻あるいは H(300-)の発達の開始時刻は遅い． 

図 4.1-7（下図）には，2005 年 1 月に見られた同様の事例を示す．2004 年 11 月の事例

と同様，両時刻の変化傾向は良く一致している． 

これらのことから，H(300-)の発達は，直接気象擾乱（低気圧）によって引き起こされる

ものではないが，総観規模（天気図スケール）の擾乱通過と関連して起こっていることが

分かる． 

 

気圧低下開始は 17 日 21 時 
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図 4.1-7 海面気圧の低下開始時刻と H(300-)の発達開始時刻との関係 

 （日本海側，右の地点ほど北（東）に位置する） 
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(3) 微小な気圧変動の振幅変化と長周期波との関係 

上記の 2 期間を対象にして 1 分毎の気圧データを用いて，気圧変化をさらに詳細に調べ

た．2005 年の期間の高田（新潟県）の気圧変化を図 4.1-8 に示す． 

図 4.1-6 に示した金沢の気圧同様，低気圧の接近に伴い（図 4.1-9），1 月 14 日の 12 時頃

には気圧が低下し始めている． 

図 4.1-10 は，気圧データから 61 分移動平均を除去して短周期成分だけの変動を示したも

のである．この図によると，14 日 15 時頃微小な気圧変動（以後，微気圧変動）の振幅が大

きくなり始める．気圧変動の振幅が増大し始める時刻を決定するのに，(2)で提案した LTM 

/ FTM と同様のパラメータをここでも用いた． 

但し，ここで用いた気圧に対する，FTMPと LTMPの定義は以下の通りである． 

 

LTMP : 現在時刻から 12 時間後までの気圧変動の 2 乗の平均値（720 データ） 

FTMP : 12 時間前から現在時刻までの気圧変動の 2 乗の平均値（720 データ） 

 

気圧変動は 0 を中心にして正負の値を取りながら変化しているので，そのまま平均を取

ると，ともに 0 に近い値になってしまう．ここでは，上述の定義のように 2 乗することに

よって値が常に正になるようにした上で平均を取った． 

 LTMP/FTMPの時系列を図 4.1-11 に示す．(1)と同様に，LTMP/FTMPの値が 1 を超える

時刻の 12 時間後を，微気圧変動の振幅が増加し始める時刻とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-8 気圧の時系列（１分毎） 高田(2005 年) 
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図 4.1-9 地上天気図（2005 年 1 月 14 日，15 日 9 時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-10 61 分移動平均を除去した気圧の時系列  

高田(2005 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-11  気圧変動の 2 乗の LTMP/FTMPの時系列 

高田(2005 年)，赤線は LTM/FTM=1 の線である． 
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この事例では，微気圧変動の振幅増加開始時刻は 14 日 14:41 となった． 

図 4.1-6 に示した気圧観測地点のうちのいくつかについて微気圧変動の振幅が増加し始め

る時刻を抽出し，それを図 4.1-6 に加えた（図中の▲）． 

H(300-)との対応という点でみると，気圧低下の開始時刻と，微気圧変動の振幅が増加し

始める時刻とに優劣を付けることはできない．2004 年の事例では，気圧低下の開始に先立

って微気圧変動の振幅が増加し始めており，2005 年の事例では，両者はほぼ同時に発生し

ている．このような違いはあるものの，総観規模での気圧の低下と微気圧変動の振幅の増

加は相互に関連して発生していると考えることができる． 

気圧の低下は天気図に見られる低気圧の接近に伴うものであるが，微気圧変動の振幅増

加は低気圧の接近によって直接もたらされるものではない．しかし，これらのことがほぼ

同じ時期に関連して発生しているということは，低気圧の接近に伴って，低気圧よりも時

空間規模の小さい現象（微気圧変動の発達）が発生しているということが推察される． 
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４．２ 波数スペクトル解析による微気圧変動の伝播特性解析 

４．１で示したように，周期 300s 以上の長周期波は微気圧変動と関係していることが推

察される． 

既往の研究でも，副振動の発生・発達と微気圧変動には深い関係があることが指摘され

ているが，観測資料に基づいて，副振動や微気圧変動の特性を調べたものは，これまで少

数の地点のものに限られていた．例えば，Hibiya and Kajiura(1982）は，長崎，福江，女

島の気圧観測資料から，15 分で気圧が 3hPa 上昇し，その後 90 分で元に戻るようなモデル

を提案し，数値計算により 1979 年 3 月の長崎湾のあびき（副振動）を再現している． 

本節では，2009 年 2 月 25 日に九州の広い範囲と奄美で発生した副振動，2009 年 7 月 15

日に九州北部と日本海西部において発生した副振動を対象にして，複数地点の気圧の時系

列データを用いた波数スペクトル解析によって，微気圧変動の伝播速度，伝播方位，波長，

周期等の諸元を推定した．そして，微気圧変動は，それの発生と深く関わっている低気圧

とは独立に，低気圧の進行よりも速い速度で伝播することを明らかにする． 

 

(1)解析対象データ 

表 4.2-1，図 4.2-1 に示す気象庁の気圧観測所，潮位観測所の観測資料を用いた．気圧は

1 分間隔の現地気圧に 209 分よりも周期の短い成分を透過させるハイパスフィルターを施

したもの，潮位は，15s 間隔の潮位データに対して，同じハイパスフィルターを施したもの

を用いた． 

このハイパスフィルターは，気象庁が潮位データを平滑化する際に用いているフィルタ

ーの考え方に倣って作成したものである．周波数特性を図 4.2-2 示す．209 分（3.48 時間）

で透過率が 0.5 となるように設計した（Hamming,1980）． 
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図 4.2-1 対象とした気圧と潮位の観測地点（気象庁） 
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表 4.2-1 対象とした気圧と潮位の観測地点 

番号 気圧観測点 潮位観測点 

1 福江 福江 

2 厳原 対馬 

3 名瀬 奄美 

4 平戸  

5 佐世保  

6 長崎 長崎，大浦 

7 牛深  

8 阿久根  

9 雲仙岳 口之津，大浦，三角 

10 枕崎 枕崎 

11 佐賀 大浦 

12 福岡  

13 鹿児島 鹿児島 

14 飯塚  

15 熊本 三角 

16 人吉  

17 下関 下関 

18 種子島 種子島 

19 油津 油津 

20 宮崎  

21 山口  

22 萩  

23 浜田 浜田 

24 広島  

25 呉  

26 福山  

27 松江  

28 境 境 

29 米子  

30 鳥取  

気圧観測点と潮位観測点は近隣のものを対応づけた． 
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図 4.2-2 フィルターの応答特性 
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(2)副振動と微気圧変動との関係 

2009 年 2 月の長崎，鹿児島における気圧と潮位の変動を図 4.2-3，図 4.2-4 に示す．ここ

で， 気圧データは，209 分のフィルターによって高周波成分を抽出して得た微気圧変動と，

低周波成分を抽出して得た総観規模の気圧変動の両方を，潮位変動は高周波成分（副振動）

のみを示してある．両地点の微気圧変動波形はよく似ており，また，微気圧変動の振幅が

大きい時期と副振動が発達している時期とがよく対応している． 

但し，副振動が卓越している期間における周波数特性を調べると，微気圧変動の卓越周

期は両地点とも 100 分程度であるのに対し，潮位変動の卓越周期は両地点で異なり，長崎

では 35 分，鹿児島では 24 分である（図 4.2-5，図 4.2-6）． 

宇野木(1959)は，全国の港湾の副振動の周期の出現特性を調べている．それによると，長

崎では 31～40 分，鹿児島では 21～30 分の周期を持つ副振動が卓越するとしており，2009

年 2 月の副振動の卓越周期は，各地点で最も出現頻度が高い周期であることが分かる． 

 この例では，両地点とも，25 日の午前中に気圧（総観規模）が極小値を示す（図中の↑）．

このときに低気圧がそれぞれの地点に最接近したものと考えられる（図 4.2-7）．微気圧変

動と潮位変動はそれに先立って，24 日の終わりか 25 日早々には発達し始めている． 

 宇野木(1959)は，中野(1939)の成果を紹介し，副振動は低気圧接近の 6～12 時間前に起こ

り始め，低気圧が最も接近する頃には振幅が最大になると述べている（図 4.2-8）．  

 図 4.2-3，図 4.2-4 に示した 2009 年 2 月の例は，宇野木が紹介した例と良く似ており，低

気圧の最接近時頃には副振動の振幅も最大に近くなっている． 

2009 年 7 月の下関，浜田における気圧と潮位の変動を図 4.2-9，図 4.2-10 に示す．この

例でも，2 月の事例と同様，両地点の微気圧変動の時系列は良く似ており，振幅が大きい時

期と副振動の発達時期とがよく対応している． 

総観規模の気圧は，7 月 15 日に 2 回極小値を示す（図中の↑）．この期間は，低気圧自体

は日本海北部を東進し，当該海域は低気圧から離れている（図 4.2-11）ため，2009 年 2 月

の低気圧の事例のように，気圧の変化は単純なものとはならなかったと考えられる． 

微気圧変動と潮位変動は，2 回目の気圧の極小値出現時に先立ち，15 日午前中には発達

し始めている． 
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図 4.2-3 気圧変動と副振動（潮位変動）との関係の例 

（2009 年 2 月：長崎） 

↑は，気圧（総観規模）が極小の時刻で低気圧最接近時に相当する期間は表 4.2-2 に対応 
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図 4.2-4 気圧変動と副振動（潮位変動）との関係の例 

（2009 年 2 月：鹿児島） 

↑は，気圧（総観規模）が極小の時刻で低気圧最接近時に相当する期間は表 4.2-2 に対応 
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図 4.2-5 微気圧変動と副振動の周波数特性（長崎） 
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図 4.2-6 微気圧変動と副振動の周波数特性（鹿児島） 
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図 4.2-7 2009 年 2 月の副振動発生時の天気図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-8 低気圧によって各検潮所に生じた副振動の例 

（↑：副振動開始， ：最盛期，↓：終了） 

中野(1939)の図に追記 

  

副振動の開始時をつないだ直線 
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図 4.2-9 気圧変動と副振動（潮位変動）との関係の例（2009 年 7 月：下関） 

↑は，気圧（総観規模）が極小の時刻，期間は表 4.2-3 に対応 
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図 4.2-10 気圧変動と副振動（潮位変動）との関係の例（2009 年 7 月：浜田） 

↑は，気圧（総観規模）が極小の時刻，期間は表 4.2-3 に対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-11 2009 年 7 月の副振動発生日の天気図 
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(3)波数スペクトル解析による微気圧変動の特性 

図 4.2-3，図 4.2-4，図 4.2-9，図 4.2-10 によると，微気圧変動の振幅が大きくなるのは 1

回だけではなく，連続して何回か起こっている． 

2009 年 2 月の例では，24 日～25 日にかけての微気圧変動が最大であるが，それに先立

って 2～3 回程度振幅の増大が見られる．同様に，7 月の例では，15 日の微気圧変動が最大

であるが，16 日にも小規模な振幅増大が見られる． 

これらの微気圧変動の伝播特性を明らかにするため，Lacoss ら(1969)の考え方を参考に

して，波数スペクトル（F-K：Frequency Wave Number Spectrum）解析を行った．F-K

解析では，類似の波形が，同じ速度，同じ方向に伝播し，到着時差を持って各観測地点に

伝播するという考え方を取っている．即ち，信号に相当する波形は，複数地点で共通であ

り，時間だけがずれていて，それに観測点毎のランダムな雑音が付加されていると考える

のである．後述の処理手順にある，各地点の波形の時間をずらして合成する作業は，信号

を強調して，雑音を小さくする効果を持つ． 

複数地点の平均的な卓越周波数成分を抽出し，それに対して多くの東西波数，南北波数

を仮定すると，観測地点間の到着時差が計算される．実際に観測された複数地点の微気圧

変動の時系列を最も合理的に説明することができる東西波数，南北波数が現実の波数であ

ると考え，この解析結果から，微気圧変動の周波数，伝播方向，伝播速度，波長等を推定

することができる．  

2009 年 2 月に関しては，長崎，雲仙岳，熊本，牛深，阿久根，人吉の 6 地点を，7 月に

関しては，佐賀，福岡，飯塚，萩，山口，広島の 6 地点を対象にして解析を行った（図 4.2-12

～図 4.2-15）．地点に依らず，波形は非常に良く似ており，時間だけがずれていることが分

かる． 

対象地点の選定に際しては，波形を目で見て良く似ていることを確認するとともに，各

地点の波形の時刻をずらして相関係数を算出し，その値が大きい組み合わせを採用した．

2009 年 2 月の事例に関しては，対象 6 地点の位置と，低気圧の経路との関係を図 4.2-16

に示す． 
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図 4.2-12 F-K スペクトル解析の対象とした微気圧変動（2009 年 2 月） 
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図 4.2-13 F-K スペクトル解析の対象とした微気圧変動（2009 年 2 月） 
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図 4.2-14 F-K スペクトル解析の対象とした微気圧変動（2009 年 7 月） 
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図 4.2-15 F-K スペクトル解析の対象とした微気圧変動（2009 年 7 月） 
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図 4.2-16 低気圧の経路と解析対象地点との関係（2009 年 2 月） 

 

F-K 解析の流れを図 4.2-17 に示す．具体的な手順は以下の通りである． 

 

① 複数地点（ここでは 6 地点）の卓越周波数の平均値算出 

 6 地点の波形は似ているので，卓越周波数も近い値となる．スペクトル解析は，微気圧

変動が発達している期間により，2048 データ（約 34 時間）あるいは 1024 データ（約

17 時間）を用いて FFT により実施．ここでは 2048 データ． 

② 東西，南北の波数を仮定 

 東西，南北の波数を様々に変化させる． 

（例） 

 東西（東向きが正） 0～0.04 (1/km) 

 南北（北向きが正） -0.02～0.02 (1/km) 

 間隔は両成分とも 0.001 (1/km) 

③ 伝播速度算出 

① の周波数と②の波数から，波動の伝播速度と方向が決まる． 

④ 地点間の到着時差を算出 

② と，観測地点の位置関係から，基準点に対する他地点の到着時差が求まる． 

⑤ 全地点の波形をずらして合成 

③ で求まった到着時差だけ波形をずらして全地点の波形を合成する． 

⑥ ①の周波数のスペクトル密度を抽出 

⑤で作成した波形を用いてスペクトル解析を行い，①で求めた周波数に対するスペクト

ル密度を求める． 

（②～⑥を波数分繰り返し） 

2/25 3時

長崎

雲仙岳 熊本
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阿久根
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この処理手順の④で，到着時差を算出する．到着時差の算出の仕方を模式的に図 4.2-18

に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-17 F-K スペクトル解析の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-18 A，B 間の到着時差の算出 

 

D：AB 間の距離 

x，y：A を基準にした B の座標（東，北が正） 

：A を基準にした B の方位（東を基準にして反時計回り） 

  k = (kx , ky)：波数ベクトル 
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①全地点の卓越周波
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③伝播速度算出
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：波数ベクトルが東方向と成す角 

 

AB 間の到着時差T は以下の式で算出する．ここに， 

    ：角周波数 

    C，Cx，Cy：位相速度，東向き成分，北向き成分 

である． 

 

ΔT =  
𝛥𝐷 cos (α－θ)

𝐶
=   

𝛥𝐷 cos (α－θ)  

𝜔
  k 

 

=  
𝑘

𝜔
 𝛥𝐷 (cos 𝛼 cos 𝜃 +  sin 𝛼 sin 𝜃) 

 

=  
𝑘

𝜔
 ( 𝛥𝑥 cos 𝛼 +  𝛥𝑦 sin 𝛼) 

 

=  
𝛥𝑥 

𝜔/𝑘 cos 𝛼
+  

𝛥𝑦 

𝜔/𝑘 sin 𝛼
 

 

=  
𝛥𝑥 

𝜔/𝑘ｘ

+  
𝛥𝑦 

𝜔/𝑘ｙ

 

 

=  
𝛥𝑥 

𝐶ｘ

+ 
𝛥𝑦 

𝐶ｙ

 

 

F-Kスペクトルの解析期間を表4.2-2，表4.2-3に示す．解析結果の例を図4.2-19，図4.2-20

に示す．これらの結果は，最大値で規格化して表示してある． 

2 月と 7 月で分布形は異なるものの，いずれも明瞭なピークが存在する．ピークに相当す

る東向きと北向きの波数から微気圧変動の特性値を算出した．得られた特性値を表 4.2-4 に

示す． 
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図 4.2-19 F-K スペクトル解析結果の例（値は最大値で規格化） 

（2009 年 2 月 24 日 14 時から約 34 時間のデータを解析） 

 

 

 

表 4.2-2 波数スペクトル解析の対象期間 

（2009 年 2 月） 

番号 解析開始時 

1 23 日 0 時 

2 24 日 0 時 

3 24 日 14 時 

4 26 日 0 時 

5 27 日 0 時 

表 4.2-3 波数スペクトル解析の対象期間 

（2009 年 7 月） 

番号 解析開始時 

1 15 日 6 時 

2 15 日 20:30 

3 16 日 11 時 
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図 4.2-20 波数スペクトル解析結果の例（値は最大値で規格化） 

（2009 年 7 月 15 日 6 時から約 34 時間のデータを解析） 

 

 

表 4.2-4 波数スペクトル解析から得られた微気圧変動の特性値 

 

2009 年 2 月 

 

 

 

 

 

 

2009 年 7 月 

 

 

 

 

到来方位は微気圧変動がやって来る方向で，北（0°）から時計回りに定義 

0.03

0.02

0.01

0

-0.01

-0.02

-0.03
0.001 0.011 0.021 0.031 0.041

南
北

波
数

(1
/
㎞

)

0.8-1

0.6-0.8

0.4-0.6

0.2-0.4

0-0.2

東西波数(1/㎞)

0.01 0.02 0.03 0.04 0.050

番号 周期(min)
伝播速度

(km/min）
波長（ｋｍ） 到来方位(deg）

1 125 2.11 264 285

2 115 2.26 260 263

3 106 2.31 244 257

4 131 2.09 273 270

5 113 2.32 262 272

番号 周期(min)
伝播速度
(km/min)

波長(km) 到来方位(deg）

1 129 1.48 192 301

2 116 2.01 234 297

3 115 2.10 241 303
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2 月は W（270°）を中心とした方位から，7 月は WNW（292.5°）を中心とした方位から

微気圧変動が伝播して来ていることが分かる． 

周期と伝播速度との関係を図 4.2-21 に示す．微気圧変動の時系列図に現れる振幅増大は，

様々な周期を持った成分が，それぞれ異なる伝播速度で到来する結果であり，周期が短い

方が，伝播速度が大きいことが分かる．但し，早い時期に到着したものの伝播速度が必ず

しも大きい訳ではない． 

2 月の事例については，いずれの伝播速度も 2km/min を超えている．一方，この期間の

6 時間毎の天気図から求めた低気圧の東西方向の移動速度は 1.4km/min である．このこと

から，微気圧変動の伝播速度は低気圧の移動速度よりも大きいことが分かる．図 4.2-8 に中

野(1939)の結果を紹介したが，低気圧中心の走時曲線から低気圧の移動速度を計算すると

1.0 km/min となる．また，副振動の開始を示す↑をつないだ直線を書き込んだが，この傾き

から，副振動の伝播速度は，1.3 km/min と計算され，低気圧の移動速度よりも大きいとい

う点で，2009 年 2 月の解析結果と一致している． 

Monserrat et al.(2006)は，微気圧変動の伝播速度と海洋長波の伝播速度が近い時に，プ

ラウドマン共鳴によって海洋長波が増幅されることを示し，Hibiya and Kajiura(1982)が対

象とした 1979 年の長崎湾の大規模な副振動を例に取り挙げている（図 4.2-22）．Hibiya and 

Kajiura(1982) は，微気圧変動の伝播速度として，3 地点の気圧の観測値から 31.3m/s を与

えている．一方，海洋長波の伝播速度は（gH）1/2 で与えられる．ここに，g：重力加速度

（=9.8 m/s2），H：水深 である．海洋長波の伝播速度を，上記気圧変動の伝播速度 31.3 m/s

と等しいとすると，それに相当する水深は 100m となる．図 4.2-23 によると，東シナ海の

中央部は水深 100m 程度であり，プラウドマン共鳴が起こり易い条件であったことが分か

る． 

本章で解析した 2 擾乱では，2009 年 2 月の 5 ケースの平均伝播速度は 2.22km/min，2009

年 7 月の 3 ケースの平均伝播速度は 1.86km/min である．これを秒速に換算すると，それ

ぞれ 37.0m/s，31.0m/s である．これらの伝播速度に対してプラウドマン共鳴が起こる水深

はそれぞれ 140m，98m であり，Hibiya and Kajiura(1982)と同様，東シナ海とその周辺で，

潮位変動の増幅が発生したと考えても不自然ではない．  
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図 4.2-21 周期と伝播速度との関係 

（数字は対象期間を示す．表 4.2-2～表 4.2-4，図 4.2-3，図 4.2-4，図 4.2-9，図 4.2-10 参照．） 
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U：微気圧変動（大気重力波）の伝播速度  

C ：海洋長波の位相速度 

 

図 4.2-22 プラウドマン共鳴のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-23 Hibiya and Kajiura(1982)の研究対象海域  
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(4)微気圧変動の水平及び鉛直伝播特性 

微気圧変動は低気圧や前線のような総観規模擾乱から発生するものの，総観規模擾乱と

は独立して大気重力波として伝播すると言われている．地球自転の影響が及ばないような

規模の現象に関しては，大気重力波の分散関係式は以下の式で表現される（佐藤，2006）． 

 

2

22

2
2 N

km

k


       (1) 

    

 ここに，：重力波の角周波数，m，k：鉛直，水平の波数，N：浮力（ブラント・バイサ

ラ）振動数である．浮力振動周期は，温位の鉛直分布に関係した量で，対流圏では約 10 分

である．上記の解析結果から，に相当する周期が 100 分以上であることが分かったので， 

k2/(m2 + k2) ～ 0.01 のオーダーである．即ち，鉛直波数と比較して水平波数が 1/10 のオ

ーダーであり，微気圧変動は上空からほぼ鉛直に伝播して来るものと考えられる．上記の

解析で得られた 2 km/min（33 m/s）前後の波速は水平の伝播速度であるので，鉛直方向に

はその 1/10 程度の速さ，即ち 3 m/s 程度の速度で伝播する現象であると推定される．  
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４．３ 全国規模で発生する副振動と局地的に発生する副振動との違い 

 ４．２では，九州及びその近傍で発生した副振動を取り上げたが，ここでは全国規模で

発生した副振動との違いについて調べた．全国規模で発生した副振動として，４．１で取

り上げた 2004 年と 2005 年の副振動を対象とした． 

 

(1)対象とした 4つの副振動 

過去に副振動が発生した以下の 4 つの副振動を取り上げた．①，②では全国で副振動が

発生しているのに対し，③，④が局地的である．この違いの原因を調べるために解析を行

った． 

 

① 2004 年 11 月 18～19 日（日本海全域で副振動，報道は確認できず．） 

② 2005 年 1 月 14～15 日（日本海全域で副振動，報道は確認できず．） 

③ 2009 年 2 月 24 日～25 日（九州全域，奄美で顕著な副振動，新聞報道多数．） 

④ 2009 年 7 月 15～16 日（九州北部と日本海西部で顕著な副振動，新聞報道多数．） 

 

上記 4 擾乱について，気象庁の検潮所で月最大副振動を記録した地点数は以下の通りで

ある． 

 

 2004 年 11 月 28 地点 

 2005 年 1 月  28 地点 

 2009 年 2 月 23 地点 

 2009 年 7 月 12 地点 

 

具体的な地点毎の値を表 4.3-1～表 4.3-4 に示す． 
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表 4.3-1 気象庁の検潮所における副振動（2004 年 11 月 18 日～19 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           気象庁 HP より 

＊11/18～19 の副振動の振幅が，月最大でない 

地点は収録されていない． 

           ＊黄色い網掛けは全地点の最大値． 

 

 

 

 

起時
振幅
(cm)

八戸 42 19日 12:02 29
鮎川 9 19日 22:08 26

小名浜 36 19日 15:51 16
父島 17 19日 12:31 18

清水港 75 18日 18:58 10
御前崎 27 19日 22:07 28
尾鷲 18 19日 07:30 17
浦神 14 18日 00:04 18
串本 14 18日 02:06 42
白浜 39 19日 10:03 44

和歌山 29 19日 16:26 13
神戸 24 18日 01:47 10

小松島 29 19日 11:24 15
室戸岬 10 19日 09:28 41
高知 22 19日 07:53 24

土佐清水 21 19日 02:54 55
宇和島 19 19日 04:30 33
油津 26 19日 03:10 51

鹿児島 24 19日 01:20 14
枕崎 13 18日 02:41 66
那覇 22 19日 04:05 23

口之津 32 18日 19:32 11
長崎 34 18日 12:17 74
福江 11 18日 15:17 28
浜田 17 18日 15:05 30
境 48 18日 20:59 33

西郷 35 19日 03:01 16
深浦 10 18日 14:06 49

最大全振幅
地点

周期
（分）
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表 4.3-2 気象庁の検潮所における副振動（2005 年 1 月 14 日～15 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象庁 HP より 

＊11/18～19 の副振動の振幅が，月最大でない 

地点は収録されていない． 

            ＊黄色い網掛けは全地点の最大値． 

 

 

 

 

起時
振幅
(cm)

函館 54 15日 05:35 23
八戸 38 15日 00:29 31
布良 8 14日 17:24 28
東京 75 14日 22:46 15

石廊崎 10 14日 17:11 19
内浦 12 14日 12:39 27

清水港 80 14日 22:20 13
御前崎 38 15日 00:56 33
舞阪 32 14日 22:32 12

名古屋 124 14日 14:50 18
鳥羽 24 15日 04:56 20
尾鷲 26 14日 16:42 20
浦神 16 14日 22:23 25
白浜 49 14日 14:16 41

和歌山 49 14日 18:42 15
小松島 50 14日 16:24 18
室戸岬 10 14日 15:27 40
高知 17 14日 17:20 25

土佐清水 21 14日 19:55 58
宇和島 51 14日 18:48 26
鹿児島 24 14日 15:15 14
枕崎 16 14日 15:00 72
福江 20 14日 10:36 30
対馬 18 14日 09:01 19
境 65 15日 00:50 23

西郷 27 14日 22:28 14
舞鶴 71 15日 16:55 38
富山 72 14日 21:31 15

地点
周期
（分）

最大全振幅

。
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表 4.3-3 気象庁の検潮所における副振動（2009 年 2 月 24 日～25 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象庁 HP より 

＊2/24～25 の副振動の振幅が，月最大でない 

地点は収録されていない． 

            ＊黄色い網掛けは地点間の最大値． 

 

 

 

 

 

 

 

 

起時
振幅
(cm)

函館 66 24日 07:32 31
八戸 47 25日 04:49 24
父島 16 25日 02:32 31

清水港 72 24日 05:21 11
浦神 25 25日 12:09 16
串本 16 25日 03:15 54
大阪 133 24日 03:57 15

室戸岬 10 25日 10:13 45
高知 17 25日 11:18 23

土佐清水 21 25日 11:30 75
宇和島 34 25日 14:31 31
油津 23 25日 04:14 75

鹿児島 25 25日 02:28 46
枕崎 12 24日 23:27 141

種子島 14 25日 02:07 85
奄美 15 25日 02:45 78
那覇 31 25日 06:47 43
石垣 41 25日 08:35 13

口之津 38 25日 00:37 25
長崎 29 24日 23:34 157
福江 19 24日 23:19 81
対馬 14 24日 22:31 47
舞鶴 86 25日 13:14 57

地点
周期
（分）

最大全振幅

。
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表 4.3-4 気象庁の検潮所における副振動（2009 年 7 月 15 日～16 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象庁 HP より 

＊7/15～16 の副振動の振幅が，月最大でない 

地点は収録されていない． 

            ＊黄色い網掛けは地点間の最大値． 

  

起時
振幅
(cm)

函館 52 15日 17:42 28
淡輪 11 15日 20:30 28
下関 55 15日 15:53 65
高松 125 15日 13:59 11

宇和島 21 15日 23:25 21
大浦 15 15日 13:43 11

口之津 119 15日 14:48 12
対馬 16 15日 17:43 33
浜田 17 15日 17:39 89
境 48 15日 21:24 53

西郷 25 15日 19:52 17
舞鶴 84 15日 23:49 40

地点
周期

（分　　）

最大全振幅

。
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(2)４つの副振動の大きさの違い 

 4 つの副振動における最大振幅を以下に示す． 

 

2004 年 11 月：気象庁・長崎 74cm 

 2005 年 1 月：気象庁・枕崎 72cm 

 2009 年 2 月：気象庁・長崎 157cm 

 2009 年 7 月：気象庁・浜田 89cm  

  

 これらの資料から，4 つの副振動の主な違いを以下に列挙する． 

 

●2009 年の 2 擾乱による副振動の規模は，2004 年，2005 年のものと比べて大きい（最大

値を比較）． 

●2004 年，2005 年の擾乱に関しては，日本海西部（南部）から，東部（北部）に，微気圧

変動の発達開始時期，副振動の発達開始時期が時間遅れを持って出現する（４．１）． 

●ナウファスの観測資料によると，2009 年 2 月の擾乱時には，九州のみならず，金沢，秋

田でも副振動が発生しているが，北陸～東北日本海側全域で発達している訳ではない（表

4.3-3）． 

●観測資料によると，2009 年 7 月の擾乱時には，九州北部と日本海西部以外では顕著な副

振動は発生していない（表 4.3-4）． 

 

(3)微気圧変動の伝播特性 

2004 年，2005 年の擾乱を対象に，全国の地域毎の 1 分毎の現地気圧データを用いて FK

解析を行い，微気圧変動の伝播特性を調べた．ここでは，微気圧変動が卓越している時間

の長さから，解析データ数を 1024 個（17 時間）とした．結果を図 4.3-1，表 4.3-5 に示す．

微気圧変動は，日本列島に沿って伝播している．このことが，日本海西部（南部）から，

東部（北部）に，微気圧変動の発達開始時期，副振動の発達開始時期が時間遅れを持って

出現する（４．１）ことにつながったものと考えられる． 

微気圧変動の伝播方向は，微気圧変動と関連していると思われる低気圧の移動方向と良

く似ている． 

一方，既に述べた通り，2009 年の擾乱時の微気圧変動の伝播方向（到来方位）は以下の

通りである． 

 

 2009 年 2 月：W～WNW（九州全域） 

 2009 年 7 月：WNW（九州北部，日本海西部） 
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 これ以外の地域の微気圧変動の解析は行っていないが，低気圧はほぼ西から東に移動し

ている（図 4.3-4，図 4.3-5）． 

 このことから，2004 年，2005 年の擾乱では，低気圧及び微気圧変動が SW～WSW の方

向から移動・伝播して来て，それが日本列島に沿っているため，日本海全域で副振動が発

生したのに対し，2009 年の擾乱では，低気圧及び微気圧変動が W～WNW 方向から移動・

伝播して来たために，日本列島を横断する時間が短く，副振動が発達する海域が限定され

たものと考えられる．（図 4.3-4，図 4.3-5）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3-1 微気圧変動の伝播方向 
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表 4.3-5 F-K 解析結果のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊地域名は必ずしも行政区分に従ったものではない． 

＊複数地域に割り当てられた観測所もある． 

  

2004年11月

緯度(北緯) 経度(東経)

 九州
長崎，佐世保，雲仙岳，佐

賀，福岡
33°06′ 130°06′ 204 3.4

 西中国
山口，下関，萩，松江，浜
田，西郷

34°51′ 132°02′ 222 4.1

 東中国 福山，鳥取，米子，岡山 35°00′ 133°41′ 204 3.8

 近畿
岡山，津山，豊岡，姫路，神
戸，京都，舞鶴，彦根

35°04′ 134°59′ 204 3.0

 北陸
福井，敦賀，岐阜，高山，金
沢，輪島，富山，伏木

36°21′ 136°46′ 250 3.5

 長野，北関東
長野，松本，軽井沢，諏訪，

前橋，奥日光
36°24′ 138°34′ 245 3.0

 新潟，福島
新潟，高田，相川，福島，若
松，白河

37°34′ 139°21′ 243 3.4

 南東北
小名浜，仙台，石巻，山形，

酒田，新庄
38°16′ 140°36′ 229 4.1

 北東北
秋田，盛岡，宮古，大船渡，

青森，深浦，むつ，八戸
40°11′ 141°03′ 246 3.9

2005年 1月

緯度(北緯) 経度(東経)

 九州 長崎，佐世保，佐賀，福岡，飯塚 33°17′ 130°12′ 219 3.2

 西中国
山口，下関，萩，松江，浜
田，西郷

34°51′ 132°02′ 223 3.3

 近畿
岡山，津山，豊岡，姫路，神
戸，京都，舞鶴，彦根

35°04′ 134°59′ 201 2.5

 北陸
福井，敦賀，岐阜，高山，金
沢，輪島，富山，伏木

36°21′ 136°46′ 219 3.6

 長野，北関東
長野，松本，軽井沢，諏訪，

前橋，宇都宮，奥日光
36°26′ 138°45′ 213 3.6

 新潟，福島
新潟，高田，相川，福島，若
松，白河

37°34′ 139°21′ 208 2.9

 南東北
小名浜，仙台，石巻，山形，

酒田，新庄
38°16′ 140°36′ 204 3.7

 北東北 秋田，盛岡，宮古，大船渡 39°32′ 141°14′ 213 3.4

地域名 対象観測所
中心 伝播方向

（°）
伝播速度

(km/min）

地域名 対象観測所
中心 伝播方向

（°）
伝播速度

(km/min）



 

4-45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    図 4.3-2 地上天気図（2004 年 11 月 18 日，19 日 9 時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 4.3-3 地上天気図（2005 年 1 月 14 日，15 日 9 時） 
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   図 4.3-4 地上天気図（2009 年 2 月 24 日，25 日 9 時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 4.3-5 地上天気図（2009 年 7 月 15 日，16 日 9 時） 
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４．４ まとめ 

 第４章の内容をまとめると以下のようになる． 

 

(1) 300s 以上の成分と気圧変動との関係 

●総観規模の気圧低下に伴い，周期 300s 以上の長周期波のみが発達する事例が多く見られ

る．気圧低下の開始時と周期 300s 以上の長周期波の発達開始時とは良く一致し，北（東）

に行くほど遅い． 

●気圧低下の開始に対応して，周期 1 時間以下の気圧変動の振幅が僅かに増大する．総観

規模の気圧低下と，気圧変動の振幅増加という時空間規模の小さな現象が関連して発生し

ている． 

 

(2) F-K 解析による微気圧変動の伝播特性解析 

●2009 年 2 月，7 月のいずれの副振動も，微気圧変動とほぼ同じ時期に発達している． 

●微気圧変動の卓越周期は 100 分程度であるのに対し，副振動の卓越周期は潮位観測所の

局地的な状況に依存している． 

●多くの地点で形が似ている微気圧変動の時系列データを用いて，波数（F-K）スペクトル

解析により，微気圧変動の水平伝播速度，方向を推定した．微気圧変動は概ね西→東に伝

播し，速度は 2 km/min 前後である． 

●微気圧変動の伝播は，低気圧の進行とほぼ対応するが，2009 年 2 月の副振動に関しては，

微気圧変動の伝播速度が低気圧の進行速度よりも速い． 

●微気圧変動の発達は 1 回だけではなく，何度か連続して発達する．これは，周期の異な

る成分が違う伝播速度でやって来る結果である． 

●微気圧変動を大気重力波と考えると，鉛直方向の伝播速度は水平方向の伝播速度より 1

オーダー小さい． 

 

(3) 全国規模で発生する副振動と局地的に発生する副振動との違い 

●全国規模で発生した 2004 年 11 月，2005 年 1 月の副振動と，九州全域に発生した 2009

年 2 月の副振動，九州北部と日本海西部で発生した 2009 年 7 月の副振動を比較した． 

●2004 年，2005 年の擾乱では，低気圧及び微気圧変動が SW～WSW の方向から移動・伝

播して来て，それが長時間に亘って日本列島に沿っているのに対し，2009 年の擾乱では，

低気圧及び微気圧変動が W～WNW 方向から移動・伝播して来たために，日本列島を横断

している時間が短いという違いがある．  
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第５章 結論 

５．１ 結論 

 海岸工学分野で扱われる海洋の長周期波には，周期30s～300s程度の狭義の長周期波と，

周期数分～数十分の副振動がある．後者には津波も含まれるが，本論文では気象が原因と

なる長周期波だけを対象にした． 

前者は港内に着桟した大型船舶の動揺の原因となり，港内の稼働率（静穏度）を悪化さ

せている．後者はあびき，気象津波とも呼ばれ，岸壁や道路の浸水，小型船・漁船の転覆

や沈没につながる被害をもたらすことがある． 

 いずれも現象としては良く知られたものであり，部分的には詳しく研究がなされている

が，総合的に見て必ずしも十分に理解されている訳ではなく，突然発生して障害が起こる

ことがある． 

 本研究では，長周期波について，主に観測資料を用いて，その実態を明らかにした．特

に周期300s程度を境に，その特性が大きく変化することを示した． 

周期300s程度以下の成分のうちの拘束波に関して，過去に提案された理論に従って，そ

の特性を明らかにするとともに，拘束波の理論で説明できない自由波の成因について考察

を行った． 

 副振動に関しては，その原因の一つと考えられる微気圧変動の伝播について，地震波の

アレイ観測点のデータ処理に用いられるF-Kスペクトル解析によって，その特性を明らかに

した． 

 以下，各章の主な内容を示す． 

  

 第１章では，既往の研究成果を整理しながら，本研究の背景と目的に関して述べた．長

周期波に関してはまだまだ理論的な知見が乏しく，観測された資料の解析方法に関しても

発展途上である．このため，実務上の必要に迫られて経験的な予測式を作成することが行

われているが，必ずしも精度の良い予測が行われ，対策が取られている訳ではない．特に，

副振動に関しては，現象自体の理解は進んでいるが，発生条件が正確に分かっていないた

めに，突然発生して被害をもたらすということが多い． 

 

 第２章では，一口に長周期波と呼ばれる変動も，周期帯によってその特性が異なってい

る．長周期波の中でも相対的に周期の短い（300s程度以下）成分は，波浪と非常に深く関

連しており，その出現特性も波浪のそれと良く似ている．一方，300s程度以上の成分は，

必ずしも波浪と関連しておらず，波浪が発達していないときでも発達することがある．ま

た，波浪や，300s程度以下の長周期波は，日本海と太平洋という別の海域について見ると，

殆ど相関がないのが通常であるが，300s程度以上の成分に関しては，両海域の遠く離れた
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地点同士でも相関が見られ，300s以下の成分と300s以上の成分とでは，発生・発達の機構

が異なることが示唆されることを示した． 

 長周期波と波浪の自己相関係数から，平均継続時間を定義し，周期帯による違い，太平

洋と日本海という海域による違いについて明らかにするとともに，いずれの周期帯，海域

についても，東（北）に位置する観測点ほど，平均継続時間が短くなることを示した． 

 

 第３章では，第２章で述べた周期帯のうち，周期が300s程度以下の相対的に周期の短い

成分について扱った．この成分の中でも，波浪の非線形性から発生する成分は拘束波と呼

ばれているが，拘束波の大きさを理論的に推定するとともに，波浪や，長周期波全体との

関係について調べた．その結果，拘束波高を，有義波高と方向集中度，波浪の非線形性を

示すアーセル数から推定する実験式を提案した．また，拘束波高と長周期波高全体との比

がアーセル数に比例することを経験的に見出し，この関係を用いて，長周期波高を，方向

集中度を用いて推定する式を提案した． 

 拘束波高を，観測された長周期波高と比較したところ，拘束波高の割合が大きくなるの

は高波高時に限られ，平常時の長周期波は，拘束波で説明できない自由波が大部分を占め

ることを示した．但し，観測された長周期波には，進行波だけではなく，海岸や構造物，

水深が急変する場所等で反射した波が多く含まれるということが推定される． 

 また，有義波高が低く，従って拘束波高も小さい時でも，ある程度の長周期波が存在す

ることがある．これは殆ど全て自由波と考えられるが，この自由波がどこでどのように発

生したのかについては，明らかではない．波高が高い時に発生した拘束波が反射を繰り返

して生き延びた，自由波自体が発生した等の可能性が考えられるが，後者に関しては，具

体的な機構について検討された例はない．GPS波浪計地点のような深海域でも長周期波（自

由波）が存在していることから，後者の可能性も否定できない．このように，現在提案さ

れている理論だけからは明解に説明できない観測事実も多いが，本章では，何が分かって

いて何が分かっていないかを整理し，今後研究を進める上で活用できるようにした．  

 さらに，拘束波の計算に重要なパラメータである方向集中度の推定方法について，多く

の課題があることを述べた． 

 

 第４章では，微気圧変動が副振動の原因になっていることを，多くの観測地点の資料を

用いて明らかにした．波数（F-K）スペクトル解析の手法を応用して，微気圧変動の伝播速

度と方向を算出した．その結果，微気圧変動は，低気圧のような総観規模擾乱（天気図に

表現される擾乱）に伴って発生するが，その移動速度は総観規模擾乱よりも速く，総観規

模擾乱とは独立に伝播することを示した． 

 副振動が，九州とその周辺のみで発生した2擾乱と，全国規模で発生した2擾乱の合計4擾

乱について，微気圧変動の伝播方向と速度を解析した．発生した場所が局地的か全国かの

違いは，微気圧変動の伝播方向の違いであることを示した．即ち，前者に関しては，概ね
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西から東に微気圧変動が伝播するため，微気圧変動が特に大きな九州とその周辺のみで副

振動が発達したのに対し，後者では，微気圧変動が南西から北東に向かって伝播したため

に，日本列島に沿う形になり，全国に副振動をもたらしたものと結論づけた． 
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５．２ 今後の展望 

 本論文の結論を踏まえて，今後の展望について述べる． 

 長周期波のうち，拘束波以外のものが自由波である．拘束波を推定する理論は提案され

ているが，実際に拘束波を推定するには方向集中度を与える必要がある．しかし，方向集

中度は，波高や周期のように，直接計測して得られる量ではなく，波浪観測データから推

定する必要がある．方向集中度を推定する手法にはまだまだ研究や改善の余地がある．方

向集中度の推定精度向上による拘束波推定精度の向上が重要な課題である． 

 一方自由波については，その発生要因が殆ど知られていない．海岸から遠く，海岸にお

ける反射の影響が小さいと考えられる深海域に設置されている国土交通省のGPS波浪計の

観測データを活用し，外洋域における長周期波の特性を明らかにすることによって，自由

波の発生に関する何らかの知見が得られるものと考えられる． 

 さらに，本論文の成果の応用として，長周期波の予測を挙げる．次ページ以後に活用方

法を提案する． 
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(1)長周期波の予測 

 長周期波のうち，周期300s程度以下のものは，港内の船体動揺，荷役障害につながり，

現在の港湾の利用の障害となることは既に述べた通りである．通常，港湾は，外洋で波が

高くても，港内では荷役限界波高（財団法人 沿岸技術研究センター，2004）以下となる割

合が97.5%となるように計画されているため，従来は，船舶は入港しさえすれば安全が確保

されると考えられて来た．しかし，港内で通常波浪が減衰しても，長周期波は港内で反射

を繰り返して減衰せず，場合によっては増幅することも知られている． 

そこで，従来行われて来た風波やうねりの波浪予測に加えて，長周期波の予測に対する

需要が高まって来ている．長周期波の予測は，通常の波浪予測結果に基づいて行われるこ

とが多いので，先ずは波浪予測について紹介する．  

 

波浪予測 

気象庁では，数値計算によって，全球から日本周辺までの海上風を計算し，それを用い

て波浪予測を行い，その結果を公開している．図5.2-1は，気象庁の波浪予測結果を，国際

気象海洋株式会社がHPで公開している例である．6時間毎，3日先までの波高と波向の予測

値の分布が表示され，今後の波浪状況の推移が概観できる． 

しかし，上述のような，港湾への船舶の入港や，港内の荷役作業を念頭に置いた場合，

必ずしも有効な情報とはなっていない．その理由は以下の通りである． 

 

① 対象とする個々の地点の具体的な数値を抽出することができない． 

② 気象庁の発表する資料は，深海域の情報であり，沿岸で水深が浅くなった効果が考慮

されていない． 

③ 格子間隔が6分（緯度方向には11.1km）なので，陸岸地形をこの分解能でしか表現で

きない． 

  

長周期波の予測 

 このような波浪の分布を示す情報に加えて，個々の地点の波浪予測情報の重要性が高ま

って来ている．一般財団法人沿岸技術研究センターでは，COMEINS（Coastal 

Oceanographic and Meteorological Information System，沿岸気象海象情報配信システム）

というシステムを開発し，各種気象・海象情報を提供している（宇都宮ら，2010）．その

中に，個別の地点の波浪予測，長周期波予測がある．外洋の波浪予測は，気象庁から提供

されるGPV（Grid Point Value，気象数値予報格子点値と呼ばれる気圧，海上風，波 
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図5.2-1 気象庁の波浪予測の例（国際気象海洋株式会社HPより） 
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浪等の数値予報資料）に基づいて行っている．図5.2-2に予測の流れを示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2-2 高知港における長周期波予測の流れ 

宇都宮ら(2011)に追記 

 

数値計算結果から高知港外の波高計地点の波浪予測を行い（黄色い網掛け部），それを用

いて波高計地点の長周期波予測を行う（水色の網掛け部）． 

 この部分で，長周期波高と波浪諸元（波高，周期，波向，方向集中度等）との関係が必

要となる．COMEINS では，高知港のシステム開発時にこの関係式を作成していると考え

られるが，第３章で提案したような長周期波高の推定式をこのような場面で用いることが

できる． 

 流れ図に沿って，港内の波浪や長周期波の予測資料，荷役可否の予測資料が作成される．

予測資料は，図 5.2-3 のような形でインターネット経由で配信される．提供される情報画面

の例を図 5.2-4 に示す． 

 このように，第３章で提案した，波浪諸元から長周期波高を推定する式は，このような

港湾利用者向けの情報提供業務に利用することが可能であり，港湾の安全かつ効率的な地

用に貢献するということができる． 
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図 5.2-3 新たな高知港長周期波予測システム 

宇都宮ら(2011) 
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図 5.2-4 新たな高知港長周期波予測システムの主要な機能 

宇都宮ら(2011) 
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(2)副振動の予測 

周期が数分程度以上の副振動は，周期 300s 程度以下の長周期波と並んで，港内の静穏度

を悪化させる要因となっている．副振動は気象津波とも呼ばれる（Sepic ら，2009；Goring，

2009）．総観規模の気象擾乱に伴って発生した微気圧変動等により海洋長波が発生するが，

微気圧変動の伝播速度と海洋長波の伝播速度が近い時に，プラウドマン共鳴によって海洋

長波の振幅が増大すると言われている（Proudman，1929）. 

近年日本で発生した副振動を対象にして，田中(2011)，田中ら(2010)，田中ら(2011)，田

中ら(2012)は，気象庁 GPV と気象数値モデル WRF を用いて，微気圧変動の再現を試みて

いる．ある程度の再現はできているが，観測された微気圧変動に比べ，数値計算で得られ

る微気圧変動の振幅は小さく，そのまま海洋の数値モデルに入力するには課題が残されて

いる． 

そこで，現段階では，全国の気圧データから微気圧変動成分を抽出して常時監視するこ

とが，副振動の発生予測には重要であると考えられる．多くの地点の気圧データから，短

周期の微気圧変動成分を抽出し，その振幅が増加した段階で，F-K 解析によって微気圧変

動の伝播方向，伝播速度を計算する．解析の結果得られた伝播速度が，その海域の水深か

ら求まる海洋長波の伝播速度に近い時は，副振動の発達が予測される． 

微気圧変動の監視と併せて，潮位データから副振動成分を抽出し，こちらも常時監視す

るのが望ましい．第４章で紹介した，2004 年，2005 年の事例では，発生場所が全国に亘っ

ている．九州の玄界灘に対して，北海道の留萌では，1 日～1 日半の時間遅れを持って副振

動が発生しているので，九州の現況を把握して，他の地方の状況を予測することも可能で

ある． 
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も大変お世話になりました．合田先生からは，英文，和文を問わず，論文の添削を通じて



 

 

 

ご指導頂く機会が多くありました．論文に使う英語の言い回し等，合田先生から教えて頂

いたことは数知れずあります．また，研究者として生涯現役を貫かれ，とても楽しそうに

研究活動をされている先生からは非常に多くのものを学びました． 

筆者の修士課程の指導教官である東京大学理学部の永田豊名誉教授からは，20代の頃に

論文の書き方，研究の進め方について厳しくご指導頂きました．事実（結果）と筆者の意

見（考察）を明確に区別するということと，分かり易い文章を書くということで，このと

き教えて頂いたことが，今に至るまで，筆者の財産となっています．永田先生は今年8月に

亡くなりました．私の学位取得のご報告ができなかったことが残念です． 

合田先生，永田先生のご冥福を，心からお祈り致します． 

論文は，このように多くの方々のご協力により，完成しました．ここに改めて感謝致し

ます． 

最後になりますが，筆者が論文を執筆するに際し，家族からの協力が大きかったことを

付記しておきます．家内の洋子は，仕事以外の研究活動を自由にやらせてくれました．二

人の息子達（智也，聡志）には，人生のどこかの段階で，父が50歳を過ぎてから，このよ

うな活動をしたのだということをちらっとでも思い出し，人生とは，自分がやりたいこと

を自由にやれば良いのだということを少しでも理解してくれたら嬉しく思います． 

80歳を過ぎて大阪で一人暮らしをしている母の和子にも少しは親孝行ができたかなと考

えています． 

 

2013年10月 

仲井 圭二 
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